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Summary 

The object of the present study is to elucidate the function and characteristic of Yamagata Central 

Wholesale Market at the market structure of fruit and vegetables. 

The results are summarrized as follows. 

(1) At Yamagata Central Wholesale Market， the wholesalers have been collecting about 50 percent 

of vegetables and nearly 40 percent of fruit from Yamagata Prefecture. The collecting area of vegetables 

has been expanding， but as to a case of fruit， it has be巴nreducing. 

At Yamagata Prefecture， the wholesaler have been collecting from farmers through the farmers 

union， and at a case of the other collecting areas， they have been collecting from the agricultural 

co-operative and shippers. 

(2) The wholesalers have been wholesaling about 60 percent of the fruits and vegetables to the 

middlemen， and the other part to the designated buyers 

The large-sized retailers occupy the most part of the designated buyers. 

The middlemen have been dealing to the retailers and the wholesalers of the other wholesale 

market. 

(3) These results suggest that Yamagata Prefectural Wholesal巴Markethas the three functions， that 

IS say ①Wholesale Market of large consuming area，②Market of collecting and distributing in local 

area， and ③Ma巾 tof collecting and shipping in producing area， and the major function is the Market 

of collecting and distributing of local area. 

key wrds central wholesale market of second class city， market structure of fruit and vegetables， 

local distribution， Yamagata Central Wholesale Market 

キーワード 2類都市中央卸売市場， 青果物流通構造，地場流通， 山形市中央卸売市場
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1.課題の設定
従属的物流関係という概念を用いて現代の流通構造を把

握しようとしている. しかし，細川にあっては市場の規

本稿は，山形市中央卸売市場を事例として，地方都市 模が抽象的に提示されているにとどまっており，地方都

中央卸売市場。における青果物集・分荷構造の特徴を明 市中央卸売市場の位置づけは明確に行われていない.

らかにするとともに，青果物卸売市場構造における地方 このように，これまでの研究史のなかで地方都市中央

都市中央卸売市場の位置づけについて考察することを課 卸売市場の位置づけについては，転送を媒介とする大都

題とする. 市中央卸売市場への従属性を強調する見解(集散市場体

ところで，これまでの青果物卸売市場に関する構造論 系論，なお情報主導型総合市場体系論でも情報を媒介と

的研究のなかでは，地方都市中央卸売市場の機能 ・性格 する中規模卸売市場の大規模卸売市場，大規模産地への

は大きくいって次の二つの観点から捉えられてきた.

第 1は r集散市場体系」論の立場からする地方都市

中央卸売市場の機能 ・性格の把握である2) そこでは，

3大都市中央卸売市場を頂点とするピラミ ッド型の市場

体系(集散市場体系)という市場体系把握のなかで， 地

方都市中央卸売市場を大都市中央卸売市場からの転送に

従属性が強調されている)と，集 ・分荷機能の拡充を基

軸にする自立的な展開を強調する見解(全国広域市場体

系論)とが対立してきた.その際の問題は，地方都市中

央卸売市場の集 ・分荷構造をどのように把握するかであ

る.すなわち，集荷面では転送への依存の度合いや広域

的な産地からの直接集荷の度合いが，また分荷面でも転

依存する転送依存型の市場か，あるいは大都市中央卸売 送分荷の度合いや開設区域と分荷圏の広がりの程度が，

市場からの転送荷をさらに規模の小さな末端市場に重層 分析対象市場について検討されなければならない 本稿

転送を行う「中継市場」として位置づけてきた. で山形市中央卸売市場の集 ・分荷構造の分析を第 1の課

また，集散市場体系論による地方都市中央卸売市場把 題とするのもそのためである.

握と類似したものとして r巨大都市中央卸売市場でみ 同時に，これらの見解は，ややもすれば地方都市中央

られた全国的な集散市場化が，局地化された地域的な集 卸売市場の性格・機能をやや画一的に捉えがちであっ

散市場として全国各地の拠点的な中央卸売市場に波及」 た. しかし， 現実の卸売市場の機能は，全国的な流通勤

しているという「ミニ集散市場体系」の拠点市場として

の位置づけも行われてきた3)

第 2のものは，藤島慶こによる「全国広域市場体系」

論における「広域消費市場」としての位置づけである4)

藤島は. 1970年代における青果物流通の変化のなかで台

頭してきた地方都市中央卸売市場について，仙台市，盛

岡市，福島市の 3中央卸売市場の実態分析に基づいて，

①集荷面では大型出荷団体への依存度を高めつつ， 集荷

圏を全国広域的に拡大したとともに，②分荷面では開設

向に規定されつつも個々の市場の立地する地域の歴史

的 ・社会経済的条件のもとで多様性をもっており，これ

らの個別市場の総体として全国的な市場構造が形成され

ることになる. したがって 個別市場の分析にあたって

も，分析対象市場の固有の特徴・機能を明らかにすると

ともに，全国的な市場構造との関連で分析事例をどのよ

うに位置づけるかが併せて考察される必要がある.本稿

では， この点について地方都市中央卸売市場の類型化を

図り，そのなかでの山形市中央卸売市場の位置づけにつ

区域を大き く越えるほどに直接分荷圏が拡大したことに いての考察を行う .なお，分析結果を先取りしていえば，

よって， ③取扱量を大きく増大させてきた市場として特 山形市中央卸売市場は超過取扱高指数 (卸売市場取扱量

徴づけ，このような地方都市中央卸売市場の広域消費市 ÷開設区域内消費量)が高く ，したがって，開設区域内

場化によって形成された卸売市場流通の構造を全国広域 消費量と対比した相対的な市場規模が大きく，しかも県

市場体系と定義している.

さらに最近，細川允史は卸売市場における取引方式の

変化と商物分離，情報化の進展に着目して，現在の青果

物流通構造を「情報主導型総合市場体系」と規定してい

る5) そこでは卸売市場及び青果物産地，需要者を大・

中 ・小に区分し，産地一市場一需要者間の関係を，規模

の同等なもの同士の対等情報関係と対等物流関係，規模

の異なる産地一卸売市場 需要者間の従属的情報関係と
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内産青果物の集荷割合が高いという特徴を持つ一群の卸

売市場のなかに位置づけられる.このような特徴が形成

される要因と，この類型の卸売市場が青果物流通構造の

なかで果たしている機能を明らかにすることが，本稿の

第2の課題である.

以上のような課題に接近するため，まず最初に山形市

中央卸売市場の青果物取扱状況を分析し，その特徴を明

らかにする (II)とと もに，次いでそのような青果物取
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表1 山形市中央卸売市場の概要

開設者|山形市

所在地|山形市大字漆山1420番地

開設区域|山形市

業務認可日 11975年3月25日

業務開始日 11975年4月1日

取扱品目 |青果部野菜，果実及びこれらの加工品

水産部生鮮水産物及びこれらの加工品

敷地の面積 1128. 119m' 

主要施設|ア.卸売場 11，833m'(うち青果8，314m') ， 

イ.仲卸売場 3，190m'(うち青果1，914m')， 

ウ.買荷保管積込所 2，1l0m'(うち青果

1， 336m')，エ.冷蔵庫棟 2，556m'，オ.

バナナ加工施設 1 ，374m'，カー関連商品

売場 2，658m'，キ.駐車場 44，480m' 

取扱数量 176，874t (野菜 44，485t ，果実 32，389t) 

取扱金額 1190.3億円(野菜 115.1億円，果実 75.2億円)

卸売業者 12社

仲卸業者 17社

売買参加者 1595名(開設区域内285名)

賀出人 1296名(開設区域内140名)

資料:山形市中央卸売市場「市場概要J(平成5年度版)

注:1)取扱数量・金額は1993年実績である.

2)売買参加者及び買出人は， 1994年1月1日現在

の登録者数である.

扱の特徴のもとでの集・分荷構造の特徴について，卸売

業者の集荷構造(田)および卸売業者・仲卸業者の分荷

構造 (N)の両面から検討する.そして最後に 2類都

市中央卸売市場における山形市中央卸売市場の位置づけ

について，消費地市場としての側面と産地 ・地場流通市

場としての側面から検討し，本稿の総括を行う (v). 

なお，ここで分析対象である山形市中央卸売市場の立

地条件と概要について，行論に必要な限りで簡単に述べ

ておく.

山形市中央卸売市場が立地する山形市は，山形県村山

地域の中心部に位置する.村山地域は山形県のなかでも

青果物生産が最も活発な地域であり， 1992年の農業粗生

産額に占める青果物の割合は53%(野菜15%，果実38%)

と山形県平均(野菜12%，果実19%)を大幅に上回って

いる6) 野菜ではキュウリ，ダイコン，ハクサイの指定

産地が形成されており，果実ではリンゴ，ブドウ，オウ

トウ，西洋ナシなどの全国有数の大産地が存在する.

山形市中央卸売市場は， 1975年4月に，山形市内の 8

業者(青果物卸売市場 5，青果物問屋 3) を卸売業者 2

社に統合して開設された.仲卸業者は当初 9業者であ

ったが，現在は 7業者に減少している. 1994年 1月現在

の売買参加者は595人，買出人は296人である.その他，

市場施設の概要については表 1を参照されたい.

n.青果物取扱構造とその特徴

1.青果物取扱量，金額の動向

山形市中央卸売市場の開設は，それまで小規模な卸売

市場が8市場分立していた山形市に， 1960年代後半以降

急速に進んだ青果物流通の広域化 ・大規模化に対応しう

る体制が一応整ったことを意味する.そして， 山形市中

央卸売市場の開設に前後して，山形市内卸売市場の青果

物取扱量は大幅に増加した

この点について， 山形市内青果物卸売市場の取扱量の

変化を，山形市中央卸売市場開設以前の1970年と，岡市

場が本格的に業務を開始した76年との対比でみておこ

う.この期間に，野菜は36，055tから50.038tへと1.39 

倍に増加し，果実は17，682tから47，799tへと2.70倍に

増加している.同じ期間の全国却売市場流通量の伸びは，

それぞれ1.27倍， 1.40倍であるから，山形市中央卸売市

場の開設に伴って山形市内青果物卸売市場の取扱量は全

国的な水準を上回って増加したことになる.特に果実取

扱量の大幅な増加が目を引くが，それは主としてカンキ

ツ類の取扱量増加によるものである(カンキツ類の取扱

量は3.32倍に増加).このような1970年代前半における

取扱量増加と山形市中央卸売市場の関係について，中央

卸売市場開設前年の1974年と開設後の76年の山形市内青

果物市場の取扱量をみると，野菜は7.931t， 18.8 %の

増加，果実は14，980t， 45.6%の増加を見せている. し

かも 1976年における山形市内青果物市場の取扱量に占め

る山形市中央卸売市場の割合は野菜85%. 果実91%であ

ることから， 1970年代前半における青果物取扱量の増加

は，主として山形市中央卸売市場の開設に伴うものとみ

ることカfできる7)

次に，開設以降の山形市中央卸売市場の取扱量の推移

を図 1によってみると， 1970年代後半， 1980年代， 1990 

年以降という大きく 3つの時期に分けることができる.

1970年代後半には山形市中央卸売市場開設以前の動向

を引き継ぎながら野菜，果実ともに取扱量が増加基調で

推移した.野菜の取扱量は1976年から80年にかけて1.22 

倍に増加し，全国水準 (1.07倍)を上回る伸びを示した

他方，果実取扱量は1979年にピークを迎えるまでほぼ全

国的動向と同様に緩やかに増加した.その結果，前述の

1970年代前半の動向と重ね合わせると， 1970年代を通じ
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表2 山形市内青果物卸売市場の集荷構造の変化

(t， %) 

取扱量 直 接 集 荷 量
車足 送 輸 入

計 計 県 内 県 タキ . 
1970年 野 莱 36，055 32，056 23，514 8，542 3，997 2 

100.0 88.9 65.2 23.7 11.1 0.0 

果 実 17，682 12，659 7，880 4，779 2，571 2，272 

100.0 71.6 44.6 27.0 14.5 12.8 

1980年 野 菜 59，535 53，561 32，656 20，905 5，968 6 

100.0 90.0 54.9 35.1 10.0 0.0 

果 実 45，808 36，733 14，100 22，633 2，145 6，930 

100.0 80.2 30.8 49.4 4.7 15.1 

80/70 野 菜 165.1 167.1 138.9 244.7 149.3 300.0 

果 実 259.1 290.2 178.9 473.6 75.2 305.0 

資料:東北農政局山形統計情報事務所「山形県の流通統計」による

l由主菜については取扱量が1.65倍に増加 しているなかで県外
金

1岨車産地からの直接集荷量が2.45倍と大きく増加しており ，

さ構成比も23.7%から35.1%へと上昇している.果実につ

miいては，取扱量が2.59倍に増加するなかで県外産地から

100 ~の直接集荷量が4. 74倍，輸入量が3.05倍と大きく増加 し，

田 3構成比を高めているのに対して，転送による集荷は数量

自体が減少している.このよう に，野菜，果実ともに県

曲 内産地からの集荷量が増加 しながらも，それを大幅に上

胡 回る県外産地からの直接集荷量の増加と，転送依存度の

《 停滞(野菜)ないし低下 (果実)という変化がみられた

・全国野華のである.すなわちそれは， 山形市中央卸売市場の開設

九 1伺
/、

静 菜に伴って県外産地からの直接集荷力が拡充し，集荷面で
ー野

の自立性が高まったことを意味する.O 
年

" r て句 1980年代には取扱量は全体として停滞した.野菜は，g 
)即 を因果実 1989年57，975tまで緩やかに増加 したが (1980-89年の

70 

田

19市 76 77 市 79 回 81 82 83 84 師届前園田由 91 世田年

:果輿増加率11%)，増加率は全国卸売市場流通量をやや下回つ

て推移した.果実取扱量は，全国的動向とほぼパラレル

に推移し， 1983年及び1987年を小さなピークとしながら

全体としては減少傾向をたと与った.そして，減少率も全図 1 山形市中央卸売市場における青果物取扱数量の推移

国平均を上回っている.こうして， 1980年代には野菜，

資料:農林水産省統計情報部 「青果物卸売市場調査報告」 果実ともに全国的な動向を反映 しつつ，野菜については

による. 微増，果実については微減で推移した.全国的には，

1980年-90年の期間に2類都市中央卸売市場取扱量は，

て山形市内青果物卸売市場の取扱量は大きく増加したこ 野菜はl.27倍に増加，果実0.94倍へと減少という傾向を

とになる. 見せているが， 山形市中央卸売市場の取扱量は，野菜の

このような1970年代の動向のなかで， 山形市内青果物 増加率は 2類都市中央卸売市場平均増加率を下回ってお

卸売市場の集荷構造も大きく変化 した.この点について り (1.05倍)，果実の減少率は2類都市中央卸売市場平

1970年と 1980年の集荷構造を対比した表2によると，野 均減少率を上回っている (0.82倍)ことを特徴とする.
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1990年以降の特徴は，野菜・果実ともに取扱量が大幅に 高さが特徴である 山形県産野菜は， 1975年の21，942t 

減少したことである.野菜取扱量は1989年の57，975tを から1982年の28，832tへと増加した後， 1980年代はおお

ピークに93年には45，296tへと約1.3万 t(22%)減少し， むね26，000 t -28 ，000 tの問で推移し，90年の26，471t 

果実取扱量も同じ期間に約 7千 t(17%)減少した.特に野 から93年には22，346tへと16%減少しているが，野菜総

菜については，全国的には1990年及び91年の取扱量減少を 取扱量に占めるシェアは市場開設直後の60%台から低下

92年には回復しているのに対して，山形市中央卸売市場の しているものの1980年代後半の一時期を除いて50%以上

場合は90年， 91年の減少率が全国水準を大幅に上回ってい を維持しており 山形県は山形市中央卸売市場の最大の

るとともに， 92年にも引き続き減少しているという特徴を 集荷基盤となっている.第 2に，山形県に次ぐのがほぼ

示している.そして，その減少率は 2類都市中央卸売市 20%強を占めている関東であり ，これに北海道，山形県

場のなかで最も大きい.果実についても，全国的動向と

同様の傾向を示しながら減少幅はより大きいという特徴

を持っている.こうして， 1990年以降は全国動向を上回っ

て取扱量が減少していることを特徴とする.

かくして，山形市中央卸売市場の取扱量は，市場開設

直後の1970年代後半こそ全国水準を上回る増加を示した

が，それ以降は全国水準を下回る形で野菜は停滞的に推

移し，果実は減少するとともに， 1990年以降には取扱量

が顕著に減少するという動向を見せているのである.

他方，取扱金額については野菜 ・果実ともに1980年以

降はほぼ全国卸売市場取扱金額と共通した動向を示して

いる.すなわち，図1にみるとおり， 1970年代後半には

取扱量の増加を反映して全国卸売市場取扱金額を上回っ

て増加したが， 1980年代には全国的動向とほぼ同様の動

向を示している.このような傾向は1990年代にも引き続

いている.したがって，特に取扱量が大幅に減少した野

菜の場合は， 1990年代における取扱量と金額の動向に希

離がみられることに注意する必要がある

このような1990年代における取扱量と金額の動向の誰

離は，単価の上昇によってもたらされたものである .1980

年代には，山形市中央卸売市場の野菜単価は全国卸売市

場平均とほぼ同水準であったが，1990年代には， 1990年

207円(全国平均206円)，91年252円(同188円)， 92年222

円(同188円)， 93年258円(同219円)と推移しており ，両

者の価格差は顕著に拡大している.そして，山形市中央

卸売市場の単価は東京都中央卸売市場大田市場の単価

(90年251円， 91年277円， 92年231円， 93年261円)に接近

する傾向をみせている. 1990年代における野菜取扱量の

大幅な減少は，直接的には単価の上昇に結びついたので

ある8)

2.産地別集荷量の動向

次に，山形市中央卸売市場における産地別集荷状況の

特徴を，表 3に基づいてみておこう.

まず，野菜については，第 1に，山形県のウエイトの

を除く東北 5県を加えると約35%を占めている.このよ

うに山形県，関東，北海道，東北 5県のシェアは85%に

達している.第 3に，それ以外の産地では，近畿 ・四国

の減少，東海 ・九州の増加という傾向がみられるが，い

ずれの地域もウエイトは低い.第 4に， 1990年以降の野

菜取扱量の大幅な減少は，主として山形県 (1990-93年

の減少量4，125t ，取扱量総減少量に占める割合41%) 

および関東(同3，232t， 32 %)からの集荷量減少によ

るものである.このように，野菜については主要集荷先

地域が東日本に限定されていることが特徴であり，この

基幹的な集荷先からの集荷量の変動が，野菜取扱量全体

の変動をもたらしてきたのである.

果実についても同様に山形県のウエイトが高いことが

第 1の特徴である.山形県産果実の集荷量は 1987年

16，757 tまで増加傾向を示し，その後1993年の12，193t 

へと減少しているが，総取扱量がそれを上回って減少し

たため，総取扱量に占めるシェアはむしろ1990年43.8%

まで高まってきている.第2に，輸入果実が数量，シェ

アともに大きく仲びてきており ，1993年には約30%を占

めるまでになっている.第 3に，山形県以外の園内産地

では，市場開設当初は九州，近畿，四国といったポンキ

ツ類産地および関東が約45%を占めていたが，その後こ

れらの地域からの集荷量は大幅に滅少し，現在ではその

シェアも約25%に低下している.このように，果実につ

いては輸入果実が大幅に増加するなかで，圏内の集荷先

は山形県に集中する傾向を見せているのである(園内産

果実集荷量に占める山形県産のシェアは， 1980年35%，

85年48%，90年56%，93年53%).

以上のような地域別集荷状況は，表4に示した主要集

荷先都道府県数にも反映している.集荷量 1千 t以上の

集荷先都道府県数は，野菜の場合， 1976年の 8から80年

9， 85年10へと増加した後，90年 8，93年 7へと減少し

ており，果実についても76年10，80年10，85年 7，90年

4， 93年 3へと減少している.
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表3 山形市中央卸売市場における集荷先地域別集荷量と構成比

野 菜

1975年 1980年 1985年 1990年 1993年

合計 35，653 52，076 54，703 54，615 44，486 

山形 21，942 27，379 28，286 26，471 22，346 

北海道 1，134 5，849 4，423 3，931 3，482 

東北 1，578 1，876 2，722 4，578 3，698 

関東 6，27l 11 ，200 12，818 11 ，695 8，463 

北陸 13 2 2 104 119 

東山 345 309 150 269 248 

東海 681 1，384 1，414 1，656 1，149 

近畿 1，839 1，725 2，281 1，410 1，126 

中国 8 3 11 98 7 

四国 1，070 1，822 1，343 1，137 1，137 

九州 264 503 976 1，566 1，348 
外国 508 24 277 1，700 1，363 

山形 61.5 52.6 51. 7 48.5 50.2 

北海道 3.2 11.2 8.1 7.2 7.8 

東北 4.4 3.6 5.0 8.4 8.3 

関東 17.6 21.5 23.4 21.4 19.0 
北陸 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 
東山 1.0 0.6 0.3 0.5 0.6 

東海 1.9 2.7 2.6 3.0 2.6 

近畿 5.2 3.3 4.2 2.6 2.5 

中国 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 

四国 3.0 3.5 2.5 2.1 2.6 
九州、| 0.7 1.0 1.8 2.9 3.0 

外国 1.4 0.0 0.5 3.1 3.1 

資料:山形市中央卸売市場「市場年報」による

注:1)東北は山形県を除く 5県の合計.

2)沖縄県は九州に含めた

果

1975年 1980年 1985年

34，261 42，832 38，796 

12，940 12，777 15，374 

28 127 99 

616 862 657 

4，451 3，690 2，532 

48 58 208 

344 576 681 

1，092 2，191 1，398 

4，233 7，148 4，144 

142 553 1，135 

2，037 2，629 2，980 

5，229 5，453 2，768 

3，101 6，768 6，820 

37.8 29.8 39.6 

0.1 0.3 0.3 

1.8 2.0 1.7 

13.0 8.6 6.5 

0.1 0.1 0.5 

1.0 1.3 1.8 

3.2 5.1 3.6 

12.4 16.7 10.7 

0.4 1.3 2.9 

5.9 6.1 7.7 

15.3 12.7 7.1 

9.1 15.8 17.6 

(t， %) 

実

1990年 1993年

35，024 32，389 

15，349 12，193 

87 100 

622 430 

2，083 2，042 

67 143 

183 375 

938 948 

2，026 2，631 

793 521 

3，371 2，484 

1，902 1，144 

7，603 9，378 

43.8 37.6 

0.2 0.3 

1.8 1.3 

5.9 6.3 

0.2 0.4 

0.5 1.2 

2.7 2.9 

5.8 8.1 

2.3 1.6 

9.6 7.7 

5.4 3.5 

21. 7 29.0 

以上のように，全国的動向としては地方都市中央卸売 きる.第 1には，野菜，果実ともに全国卸売市場(1・

市場の集荷圏の広域化の進展が指摘されているなかで 2類市場)平均と比べて 月別集荷量割合に大きな格差

9) 野菜，果実ともに山形県を基幹的な集荷基盤として があることである.野菜では 5-11月の集荷量割合は全

主要な集荷先が特定地域に集中する傾向を示しているの 国平均と同水準かあるいはそれを上回っているのに対し

が，山形市中央卸売市場における産地別集荷構造の特徴 て，その他の月では全国平均を大きく下回っており ， し

である. かも集荷量最多月 (7月)と最少月(1月)の集荷量に

3.月別取扱量のアンバランス は約 2倍の格差がある.果実についても同様に， 7 -12 

一般に東北地方の卸売市場の場合，冬期間は地場産青 月の集荷量割合は全国平均と同水準かあるいはそれを上

果物の供給量が大幅に減少するため，この期間の青果物 回っているのに対して，その他の期間は全国平均を大き

集荷は域外産地への依存を強めざるをえない このよう く下回っており ，集荷量最多月 (8月)と最少月(1月)

な冬期間の集荷量の確保は卸売業者の集荷力の指標とな の集荷量には2.7倍の格差がある このように，月別の

るとともに，他方では多くの市場で月別集荷量のアンパ 集荷量には大きな格差が存在しており，特に野菜では 1

ランスを抱えている 10) _ 4月 果実では 1-6月の集荷力の弱さを示唆してい

この点について，山形市中央卸売市場の月別集荷状況 る.なお，表示はしていないが1980-81年平均では月別

を図 2によってみると，以下の特徴を読みとることがで 集荷量の格差が野菜3.1倍，果実2.2倍であったことから，
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表4 主要集荷先都道府県および集荷量の推移

)
 

&
l
 (

 
1976年 1980年 1985年 1990年 1993年

山 形 24，078 山 形 27，379 山形 28，286 山 形 26，471 山 形 22，346

野 北海道 2，551 北海道 5，849 千葉 4，940 千葉 4，184 北海道 3，482 

千 葉 2，443 千葉 3，955 北海道 4，423 北海道 3，931 千葉 3，191

群馬 2，372 群馬 2，509 茨城 3，490 青森 3，092 茨城 2，181

茨城1，978 茨 城 2，048 群馬 1，889 茨城 2，708 青森 1，654

高 知 1，347 高 知 1，636 大阪 1，413 群馬 1，757 宮城 1，261

大阪 1，177 埼 玉 1，410 青森1，401 栃木1，733 栃木 1，240

愛知1，069 大阪 1，334 栃木 1，252 埼玉 1，138

菜 栃木 1，126 高知1，116 

埼玉 1，111

山 形 14，653 山 形 12，777 山%15，374 山形 15，349 山 形 12，193

果 愛媛 3，454 和歌山 3，949 愛媛 2，946 愛媛 3，266 愛媛 2，318

和歌山 3，163 大阪 3，167 和歌山 2，479 和歌山 1，160 和歌山 1，805 

熊 本 2，196 熊 本 2，828 熊本1，897 熊本 1，158

佐 賀 2，132 愛媛 2，571 大阪 1，597

静 岡 1，751 静岡 2，040 静 岡1，169

大 阪 1，738 佐 賀 1，509 茨城 1，055

長崎1，503 千葉 1，208

実 千 葉 1，171 神奈川 1，101 

神奈川 1，167 茨 城 1，039

資料:山形市中央卸売市場「市場年報」による.

注:集荷量1，000t以上の都道府県について表示した.

この間に野菜では格差の縮小，月別取扱量の平準化傾向 県外産地と転送などに主として依存する消費地市場とし

がみられるのに対して，果実では月別取扱量格差が一層 ての性格を持ち，それ以外の期間は県内産青果物に基盤

拡大してきたことを特徴とする.第 2に，このような月 をおく産地 ・地場流通市場としての性格を持つことを意

別集荷量のアンバランスが，基本的に県内産青果物の集 味している.同時に，月別集荷量格差の存在，特に県内

荷量によって規定されていることである.集荷量割合が 産青果物の生産 ・出荷に制約を受ける時期の集荷量の低

金国平均と同水準かそれを上回る月の多くでは，県内産 位性は，消費地市場としての山形市中央卸売市場の機能

青果物の占有率が50%以上と なっており ，特に野菜の集 の限界を示していると考えられる.また，月別集荷量格

荷量最多月である 7月には74.1%，果実の集荷量最多月 差の存在は 後述する集荷先相手との取引上の問題にと

である 8月には84.5%を占めている.第 3に，他方で集 どまらず，卸売業者を始めとする市場関係業者の従業員

荷量割合が全国平均を下回る月では，県内産青果物の占 の労務管理の面からも，さらに市場施設の効率的利用の

有率が低く県外産の割合が高いが，同時に野菜では転送 面からも問題を惹起する ことになり， 市場運営の阻害要

などへの依存度も高いことが注目される.これは この 因となっているのである.

期間の青果物集荷が基本的に県外産地に依存することに 4.品目別取扱状況

なるが，卸売業者の県外産地からの直接集荷力に限界が このような月別取扱量のアンバランスとともに，山形

あるため，それを転送な どによって補完せざるを えない 市中央卸売市場においては品目ごとの取扱量にアンパラ

ことを意味している.また， 果実では輸入への依存度が ンスが存在する.全国卸売市場との対比で卸売市場の主

高いことが注目される. 要取扱品目(全国卸売市場取扱量の品目別構成比 1%以

このような県内産青果物の生産 ・出荷の状況に規定さ 上の品目)および山形市中央卸売市場の特化係数上位品

れた集荷先別集荷量の時期的差異は，山形市中央卸売市 目(特化係数l.5以上の品目)を示した表 5によると，

場が県内産地からの青果物集荷に制約を受ける時期には 山形市中央卸売市場にはキュウ リ，ナス，ウ ド，ナメコ，
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口
月別集荷量割合と集荷先別集荷量割合

その他一一←一山形

輸入・ 4 ・・全国

県内産

県外産• 図

図2

資料:全国生鮮食料品流通情報センター「全国青果物流通統計年報J，東北農政
局山形統計情報事務所「山形県の青果物流通統計」による

注:1)月別集荷量割合は「全国青果物流通統計年報」による1991-92年平均
の数値，集荷先別集荷量割合は 「山形県の青果物流通統計」によ る1992
年の数値である.

2)月別集荷量割合の全国値は， 1. 2類都市市場の平均値である.
3 )集荷先別集荷量割合のうち，野菜のその他は転送，全農集配センター，

輸入の合計，果実のその他は転送，全農集配センターの合計である

売市場における品目別取扱状況の大き な特徴である. こ

れらの品目 は，県内の消費者の需要が全国水準を大幅に

上回る ものでない限り， 県内需要を前提すれば荷が過剰

状態になり，それを回避するためには地域外への移出(転

送)を行わざるをえな くなる.県内産の市場占有率の高

さを背景にする産地市場的な転送の要因である.

このような特化係数が高い品目の存在の反面で，卸売

市場の主要取扱品目のなかで特化係数が著 しく低い品目

もみられることに注意する必要がある. 特に，野菜のニ
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クケノ コ，シシ トウガラシ，セルリー， フキ，グ レープ

フルーツ，パインアップル，アンデスメ ロン，フジ， 西

洋ナシ， オウトウ，紅玉，デラウェア，キャンベルアー

リー，プリンスメ ロンなど特化係数がl.5を越える品目

(下線は卸売市場の主要取扱品目)が存在する. 特に野

菜のキュウ リ，果実の西洋ナシ， オウ トウ，リン ゴ類等

では特化係数の高さとともに県内産の占有率の高さが特

徴的である.このように，県内産の占有率の高さを背景

に特化係数の高い品目が存在する ことが， 山形市中央卸
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表 5 山形市中央卸売市場における品目別特化係数と県内産集荷割合 (1991-92年平均)
(%) 

野 果 実

口口口 目
取扱量構成比 特化 県内産

口c口 目
取扱量構成比 特 化 県内産

山形 全 国 係数 占有率 山形 全国 係数 占有率

キ ニL ウ 13.3 6.1 2.17 90.1 グレーブフルーツ 7.0 3.4 2.08 0.0 

ナ ス 4.6 2.9 1.59 60.8 パ イ ン ア ッ プ ル 3.0 1.9 1.59 。。
.:r、 ギ 3.9 2.9 1.38 62.6 アンデデスメロン 2.7 1.7 1.57 52.9 

ヤマノ イ モ 1.5 1.2 1.32 8.5 フ ン 8.4 5.6 1. 52 95.1 

カ フ9 1.3 1.0 1.29 62.5 渋 カ、 キ 2.1 1.5 1.38 86.4 

ト 守7 ト 5.8 4.8 1. 22 69.6 ス イ カ 13.1 10.4 1. 26 74.0 

カ ン ン ヨ 2.4 2.1 1.15 0.5 ツ カ桶 lレ 2.5 2.2 1.10 99.8 

ホウ レンソウ 1.9 1.9 1.01 65.1 ノt ナ ナ 11.8 12.7 0.93 0.0 

サ ト イ モ 1.4 1.4 1.00 14.7 イ ヨ カ ン 3.4 3.7 0.93 0.0 

一 ン ン ン 5.0 5.8 0.87 0.9 オ レ ン ン 1.6 1.8 0.89 0.0 
コキ ボ ウ 1.3 1.5 0.86 11.2 レ モ ン 1.2 1.4 0.84 0.0 

タ 守F 不 ギ 8.5 10.0 0.85 0.6 アマナツカン 2.0 2.4 0.82 0.0 
ノ、 ク サ イ 6.4 8.3 0.77 84.5 ノ、 ツ サ ク 1.1 1.5 0.75 0.0 

キ ヤ << ツ 8.8 11. 7 0.75 39.9 十 世 紀 0.9 1.3 0.72 0.7 
ダ、

イ コ ン 7.2 9.8 0.74 63.3 イ チ コ 2.1 3.0 0.70 26.8 

カ ボf チ ヤ 1.7 2.3 0.74 28.0 、、、 カ ン 13.4 19.7 0.68 0.0 

ピ てず ン 0.8 1.3 0.66 21.2 モ モ 1.2 2.0 0.59 62.3 

レ タ ス 2.6 4.4 0.58 26.1 幸 水 0.6 1.5 0.42 26.3 

ノT レ イ ン ヨ 3.4 7.5 0.45 3.9 温室メ ロ ン 0.3 1.3 0.25 20.0 

ウ ド 0.3 0.1 4.22 54.0 豊 水 0.3 1.0 0.25 23.3 

ナ メ コ 0.5 0.2 3.18 94.8 富 有 0.1 1.1 0.13 0.0 

タ ケ ノ コ 0.7 0.4 2.10 5.1 西 洋 ナ ン 1.8 0.1 13.75 90.3 

シシ トウガラ シ 0.2 0.1 2.02 46.3 オ ウ ト ウ 1.0 0.1 7.84 100.0 

セ jレ 0.6 0.4 1.67 25.2 紅 玉 0.6 0.1 4.68 100.0 

フ キ 0.3 0.2 1.61 50.4 アフ ウエア 2.6 0.9 2.97 99.3 

キャンペルアーリー 0.5 0.2 2.28 95.4 

プリンスメロン 1.1 0.6 1.87 23.4 

デリシャス系 0.6 0.4 1. 57 100.0 

資料青果物卸売市場調査報告」および「山形県の青果物流通統計」による

注:1)取扱量構成比は r青果物卸売市場調査報告」による山形市中央卸売市場取扱量および全国卸売市場取扱量の

品目別構成比

2)全国卸売市場における取扱量構成比 1%以上の品目(=主要取扱品目)及び山形市中央卸売市場における特化

係数1.5以上の品目を表示した.

3 )特化係数=山形市中央卸売市場における品目別取扱量構成比÷全国卸売市場における品B別取扱量構成比

4)県内産占有率は「山形県の青果物流通統計」によ る.

ンジン，ゴボウ，タマネギ，ハクサイ，キャベツ，ダイ からの集荷のみでは必要量の確保が困難であるといった

コン，ピーマン，レタス，パレイショ，果実のミカンな ように，いずれにしても卸売業者の県外産地からの直接

ど卸売市場における基幹的取扱品目の特化係数の低さが 集荷力の限界を示していると考えられる.

特徴的であり，これらの品目については，山形市中央卸 同時に，これらの基幹的取扱品目は取扱量構成費の高

売市場の集荷力が弱体であるこ とを示している. これら さに示されるよう に売買参加者や買出人の需要の高い品

の品目のうち県内産の占有率の高いものは，県内産地に 目でもあり，これらの品目の集荷力の弱体性は山形市中

集荷基盤をおくために県外産地からの集荷の確保が困難 央卸売市場の分荷機能の面にも問題をもたらすことにな

であり，他方，県内産の占有率の低い品目では県外産地 る.
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表 6 山形市中央卸売市場における転送集荷状況(1991-92年平均)
(t， %) 

野 菜 果 実

口仁3口 日
転送等 転送等 取扱量

口口口 日
転送等 転送等 取扱量

集荷量 構成比 依存度 構成比 集荷量 構成比 依存度 構成比

野 菜 計 8，290 100.0 8.7 100.0 果 実 計 3，441 100.0 6.9 100.0 

ソ ラマメ 8 0.1 80.0 0.0 カンキツ類 1，300 37.8 9.5 27.5 

セルリ 317 3.8 53.9 0.6 ン ゴ計 38 1.1 0.4 21.8 

レ ンコ ン 62 0.7 46.3 0.1 ナ ン 計 336 9.8 12.4 5.5 

フ キ 117 1.4 42.2 0.3 カ キ 計 91 2.6 5.9 3.1 

ン メ ン 229 2.8 36.0 0.7 フや ドウ計 23 0.7 0.6 7.2 

実エ ン ド ウ 2 0.0 33.3 0.0 呆 瓜 類 1，422 41.3 10.7 26.9 

ピーマン 259 3.1 33.0 0.8 ピ ワ 9 0.3 69.2 0.0 

レ タ ス 788 9.5 32.1 2.6 富 有 47 1.4 47.5 0.2 

ノT セ 25 0.3 28.4 0.1 長 十 自日 14 0.4 45.2 0.1 

一 フ 154 1.9 25.3 0.6 アムスメロン 81 2.4 44.8 0.4 

ノt レイショ 791 9.5 24.7 3.4 温室メロン 94 2.7 41.0 0.5 

カリフラワー 61 0.7 16.7 0.4 その他の甘ガキ 8 0.2 34.8 0.0 

ニンジン 771 9.3 16.1 5.0 その他の雑カン 66 1.9 31.0 0.4 
、、、 ツ ノt 26 0.3 13.8 0.2 その{也のメロン 263 7.6 28.0 1.9 

ウ ド 34 0.4 12.2 0.3 幸 水 109 3.2 26.1 0.8 

ニンニク 38 0.5 11.7 0.3 豊 水 43 1.2 25.0 0.3 

キャベツ 901 10.9 10.7 8.8 その他のナシ 64 1.9 21.9 0.6 

ナ ス 471 5.7 10.7 4.6 ブPリンスメロン 141 4.1 19.0 1.5 

カ ボチャ 174 2.1 10.5 1.7 二十世紀 104 3.0 17.1 1.2 

ト てf ト 557 6.7 10.0 5.8 甘ナツミカン 222 6.5 16.6 2.7 

カ ンシ ヨ 175 2.1 7.6 2.4 /¥ ッサク 116 3.4 15.6 1.5 

タ マ ネ ギ 595 7.2 7.3 8.5 アンデスメロン 266 7.7 14.9 3.6 

不 ギ 250 3.0 6.6 3.9 イ ヨ カ ン 272 7.9 11.9 4.6 

カ ブ 75 0.9 6.0 1.3 イ チ コ 138 4.0 10.0 2.8 

その他の野菜 292 3.5 5.6 5.5 モ モ 61 1.8 7.6 1.6 

ヤマイ モ 81 1.0 5.6 1.5 、、、 カ ン 618 18.0 6.9 18.1 

ダイ コ ン 338 4.1 4.9 7.2 ス イ カ 533 15.5 6.1 17.7 

サ ト イ モ 37 0.4 2.7 1.4 渋 ガ キ 36 1.0 2.5 2.9 

キュ ウ 254 3.1 2.0 13.3 ス モ モ 6 0.2 1.2 1.0 

ハクサイ 100 1.2 1.6 6.4 その他のブドウ 10 0.3 0.8 2.6 

ホウレンソウ 24 0.3 1.3 1.9 フ ン 34 1.0 0.6 11.4 

エ ノ キ ダ ケ 12 0.1 1.1 1.1 デラウエア 11 0.3 0.6 3.5 

その他の菜類 13 0.2 0.8 1.7 その他のリンゴ 4 0.1 0.3 2.9 
コP ボ ウ 6 0.1 0.5 1.3 西洋ナシ 2 0.1 0.2 2.4 

ツ ガ「 jレ O 0.0 0.0 3.3 

王 林 O 0.0 0.0 1.9 

オ ウ ト ウ O 0.0 0.0 1.3 

資料 ["山形県の青果物流通統計」による.

注 :1)転送依存度10%以上の品目及びそれ以外の品目で取扱量構成比 1%以上の品目について表示した.

2 )転送等は転送+全農集配センタ ー.

5.転送集荷の状況 に起因するものであるとすれば，直接集荷力の弱い時期，

時期別及び品目別取扱量に大きなアンバランスがあ 品目の取扱量を確保するために，卸売業者は転送集荷を

り，それが卸売業者の県外産地からの直接集荷力の限界 行うことになる.そこで，次に山形市中央卸売市場にお
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ける転送集荷の状況について，表6に基づいて検討して

おこう.

山形市中央卸売市場における1991-92年平均の転送依

存度は，野菜8.7%，果実6.9%であり，これは全国卸売

市場平均の転送依存度 (1992年で野菜9.5%，果実9.9%)

をやや下回る水準である.山形市中央卸売市場の転送依

存度は比較的低い部類に属している.

野菜で転送集荷量の多い品目は，キャベツ， レタス3

パレイショ，ニンジン，タマネギなどであり，前述の特

化係数の低い基幹的取扱品目の転送集荷量が多くなって

いる.また，転送依存度の高い品目は，これらの品Bの

他には取扱量構成比が 1%未満の少量取扱品目が中心で

ある.このように，野菜の転送集荷は，県外産地からの

直接集荷力が弱体であった基幹的取扱品目と，少量取扱

品目の取扱量の確保，品揃えを目 的として行われている

といえる.

果実の場合も， 転送集荷量の多い品目はカンキツ類(特

にミカン)と果瓜類(スイカ，メロン)であり，特にミ

カンが最大の転送集荷品目となっている.また，転送依

存度の高い品目の多くは県内での生産が行われていない

か生産が困難な少量取扱品目となっており，野菜の場合

と同様にこれらの品目の品揃えを目的とした転送集荷が

行われているとみることができる.

このような山形市中央卸売市場の転送集荷のなかで，

集散市場体系論による地方都市中央卸売市場の性格規定

との関連で問題になるのは，基幹的取扱品目の転送集荷

と転送元市場との関係である.

基幹的集荷品目のなかで転送依存度の高いパレイ

ショ ， レタスと転送集荷量の多いキャベツについて，

1992年の転送集荷の状況を図 3によ って見ておくと，レ

タスは 1-2月と l2月の 3カ月で年間転送集荷量の53%

を集荷しており，パレイショも年間転送集荷量の60%が

2-6月に集中している.キャベツでも同様に 2-3月，

10月， 12月の 4カ月で年間転送集荷量の52%を集荷して

おり，いずれの品目も転送集荷は時期的集中を示してい

る.同時に，転送依存度の高い時期は県内産集荷割合の

低い時期でもあることに注目しておきたい.このように，

転送依存度の高い基幹的集荷品目の転送集荷は，県内産

集荷割合の低い月を中心とした季節的なものであり，年

間を通して転送に依存しているというわけで、はない.

また，転送元市場について1990年の状況を示すと 11)

野菜では東京都中央卸売市場北足立市場35%，仙台市中
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図3 主要転送集荷品目の月別転送集荷状況 (1992年)

資料:東北農政局山形統計情報事務所「山形県の青果

物流通統計」による.

央卸売市場25%，東京都中央卸売市場豊島市場 8%，同

大田市場 8%，宮城県古川市場 6%が主な転送元市場で

あり，果実では仙台市中央卸売市場39%，埼玉県浦和市

場22%，福島市中央卸売市場 9%，宇都宮市中央卸売市

場 7%が主な転送元市場となっている.このように，全

体として仙台市中央卸売市場への依存度がやや高いが，
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表7 山形市中央卸売市場における集荷先別集荷金額(1992年度)

(百万円， %) 

青果物計 野 菜 果 実 全国

1口込 計 18，474 (100.0) 10，211 (100.0) 8，263 (100.0) 100.0 

生産者個人 2，424 ( 13.1) 994 ( 9.7) 1 ，430 ( 17. 3) 12.8 

生産者任意組合 5，205 ( 28.2) 3，246 ( 31.8) 1， 959 ( 23.7) 9.2 

農協系統出荷団体 5，576 ( 30.2) 3，133 ( 30.7) 2 ， 443 ( 29. 6) 45.7 

産地出荷業者 1，895 ( 10.3) 1，425 ( 14.0) 470 ( 5.7) 12.6 

商 社 1，554 ( 8.4) 272 ( 2.7) 1，282 ( 15.5) 7.8 

車長 送 1，697 ( 9.2) 1，113 ( 10.9) 584 ( 7.1) 10.1 

そ の 他 113 ( 0.6) 28 ( 0.3) 85 ( 1.0) 1.8 

資料.山形市中央卸売市場管理事務所資料及び農林水産省「卸売市場の現状と

課題」による.

注 :全国は「卸売市場の現状と課題」から算出した中都市中央卸売市場平均の

集荷先別集荷金額割合である.

かといって特定の市場に転送集荷の大部分を依存してい

るわけではなく，地方卸売市場からも転送を受けている

ことから，転送を媒介にした大都市中央卸売市場への従

属という関係は基本的にみられないと考えられる.

ill. 卸売業者の集荷対応

1.集荷先・集荷方法の特徴

(1) 集荷先相手別集荷状況

ここではまず，1992年度における卸売業者の集荷先相

手別集荷状況について表7に基づいて検討しておこう .

青呆物全体としては農協系統出荷団体30%，生産者任意

組合28%を基幹的な集荷先とし，生産者個人13%，産地

出荷業者10%，転送 9%，商社 8%からの集荷がそれを

補完するという集荷構造をとっている.特に，生産者個

人と生産者任意組合からの集荷割合を合わせると約40%

を占めていることが注目される.このような集荷構造の

なかで，野菜については生産者任意組合と産地出荷業者

からの集荷割合が相対的に高く，果実では生産者個人と

商社からの集荷割合が相対的に高いという特徴を持って

市中央卸売市場においては67%13)，山形市中央卸売市

場もそこに含まれる中都市中央卸売市場においても表出

のように46%となっている.これに対して，山形市中央

卸売市場においては農協系統出荷団体からの集荷割合の

低さと生産者任意組合からの集荷割合の高さが際だつた

特徴となっている.

こうした特徴は，県内産青果物のウエイトの高さと，

後述するようにそれを主として生産者個人，生産者任意

組合から集荷しているという山形市中央卸売市場の県内

産青果物集荷構造の特徴によってもたらされたものであ

る.

(2) 委託・買付集荷の状況

近年の卸売市場の集荷面の特徴は，買付集荷の割合が

上昇してきたことである.全国的には，中央卸売市場平

均の買付集荷割合(青果物計)は，金額ベースで1975年

14.7%，80年16.3%，85年17.7%，90年19.0%，92年20.7%

と上昇しており，地方卸売市場においては1991年に

27.6%となっている.中央卸売市場の野菜 ・果実別には，

1992年で野菜14.2%，果実29.4%であり，輸入依存度の

いる.また，表出はしていないが，卸売業者ごとには， 高い果実の買付集荷割合が高くなっている 14)

A社での生産者個人，農協系統出荷団体のウエイトの高 このような買付集荷の内容は，その大部分が輸入青果

さと B社での生産者任意組合，転送，その他のウェイ 物の輸入商社からの買付集荷と他市場からの転送を受け

トの高さという相対的な差異がみられる 12) る際の買付転送集荷であるが，他方での委託集荷も，現

このような山形市中央卸売市場の集荷構造は，全国的 在では卸売市場法の原則に則った無条件委託集荷ではな

な状況と比べて大きな特徴を持っている.全国的には， く，出荷者から何らかの条件(価格面での条件が多い)

広域大量流通の進展のもとで卸売市場の集荷構造も大規 がつけられた条件付き委託集荷に変わりつつあること，

模出荷団体からの集荷を主体とするものになってきてお 特にその傾向が中小規模市卸売市場と大規模産地との問

り， 1992年には農協系統集荷団体からの集荷割合が大都 での集荷形態に強くみられることが指摘されている15)
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表8 山形市中央卸売市場における集荷先別買付集荷状況(1992年度)

(百万円， %) 

買 付 集 荷 ノ旦¥ 額 買付集荷割合

青果物計 野 菜 果 実 青果物計 野菜 果実

i口斗 計 4，025 (100.0) 1，782 (100.0) 2，243 (100.0) 21.8 17.5 27.1 

生 産者個人 7 ( 0.2) 7 ( 0.4) 0.3 0.7 0.0 

生産者任意組合 242 ( 6.0) 158 ( 8.9) 84 ( 3.7) 4.6 4.9 4.3 

農協系統出荷団体 67 ( 1. 7) 33 ( 1.9) 34 ( 1.5) 1.2 1.1 1.4 

産地出荷業者 771 ( 19.2) 483 ( 27.1) 288 ( 12.8) 40.7 33.9 61.3 

商 社 1，488 ( 37.0) 206 ( 11. 6) 1，282 ( 57.2) 95.8 75.7 100.0 

転 送 1，396 ( 34.7) 879 ( 49.3) 517 ( 23.0) 82.3 79.0 88.5 

そ の 他 54 ( 1.3) 16 ( 0.9) 38 ( 1. 7) 47.8 57.1 44.7 

資料:山形市中央卸売市場管理事務所資料による.

注 :買付集荷割合は，表 7に示した集荷先別集荷金額に対する買付集荷金額の割合.

30果 ウ(代表的品種である佐藤錦の1992年 6月のシェアは数

70 量ベースで6.0%，金額ベースで45.7%) を委託集荷し
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図4 山形市中央卸売市場における買付集荷割合の推移

資料:山形市中央卸売市場 「市場年報」による.

そこで，山形市中央卸売市場の委託・買付集荷の状況

について図 4によってみておくと，野菜，果実ともに

1980年代半ば以降買付集荷が増加傾向にあるが，野菜で

は1990年以降やや減少している.前述の中央卸売市場平

均の買付集荷割合と比較すると，野菜では買付集荷がや

や多く，果実は平均水準となっている.また，月別の買

付集荷割合についてみると，翼付集荷割合は野菜では12

-4月に，果実では 1-6月に高くなっている.なお，

果実の 6月の買付集荷割合が数量ベースと金額ベースで

大きく異なっているのは，単価が飛び抜けて高いオウト

実

ω
白

川

叫

m剖

m
m
o

ていることによる.そして，買付集荷割合の高い月は，

前掲図 2に示した県内産青果物の占有率の低い月とほぼ

一致していることが注目される 同時に，輸入果実の取

扱量が 3-6月に集中している(年間輸入果実取扱量の

55%・1992年)ことも，この期間の果実の買付集荷量割

合が50%を上回っていることの要因となっている.

次に，表8によって買付集荷の状況を集荷先別にみる

と，買イ寸集荷金額が多いのは野菜では転送(買付集荷金

額の49%) と産地出荷業者(同27%)，果実では商社(同

57%) と転送(同23%) である.また，買付集荷割合が

高いのも商社(青果物計で96%)，転送(同82%)，産地

集荷業者 (41%)となっている.このように，買付集荷

は主として産地出荷業者・商社からの集荷と転送集荷に

おいて行われている集荷方法であり，生産者個人，生産

者任意組合，農協系統出荷団体からの集荷は基本的に委

託集荷となっている.また，県内・県外の区分では，県

内産地からの集荷はごく 一部を除いて委託集荷だという

ことであり 16) 買付集荷は県外産地からの集荷にほぼ

限られているとみてよい.

県内産地からの集荷を基幹とする集荷構造のなかに

あって，県内産地からの集荷が困難な時期には，卸売業

者は県外産地からの直接集荷力の限界を転送や産地集荷

業者からの買付集荷によって補っていることになる.

(3) 県外産地からの集荷対応

卸売業者の集荷対応について，県内産青果物の集荷構

造については後述することにして，ここでは県外産青果

物の集荷対応について簡単にふれておこう .
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表9 山形市中央卸売市場における県内産青果物の集荷先別集荷金額割合(1992年度)

卸売業者計

言十 野菜 果実

生産者 個人 33.4 24.4 42.6 

生産者任意組合 40.1 40.4 39.6 

農協系統 22.7 30.5 12.6 

産地出荷業者 4.9 4.7 5.2 

資料:卸売業者資料による.

卸売業者などからの聞き取りによると，県外産地から

の集荷については全農や各県経済連などの農協系統出荷

団体と，他市場からの転送集荷，輸入品の多い果実では

輸入商社などからの集荷が基本となっているということ

である 17)そして，これまで述べてきたように，県外

産青果物は主として県内産青果物の集荷が困難な時期を

中心に集荷しており，月別集荷量の格差の存在や主とし

て県外産地に依存している品目の特化係数の低さなど集

荷面での問題が現れている.

一般に，農協系統出荷団体を中心に集出荷組織が大規

模化するなかで，卸売市場側としても大規模産地からの

集荷のためにはロットのまとまりや物流面での対応が要

請されており，また買付集荷の増加や委託集荷の場合で

も，産地からの「標準販売価格」や「希望販売価格」の

設定などによって卸売業者の販売が制約を受けるケース

がでできていることが指摘されている.さらに，産地側

の出荷先市場絞り込みによって指定卸売業者としての資

格の解除が行われるケースも現れてきている18)

山形市中央卸売市場の場合は，現在のところ主要な経

済連の指定卸売業者としての資格を維持しており ，農協

系統出荷団体からの集荷もほぼ全量が委託集荷となって

いる. しかし，現実には次のような集荷対応も現れてき

ている19) 第 lには，卸売業者は可能な限り特定時期

には品目ごとに l産地から集中して集荷することによ

り，集荷ロットの確保を図っていることである.そのこ

とによって冬期間においても農協系統出荷団体からの委

託集荷体制を維持しているが，その場合でも多くの品目

で 「標準販売価格」の設定を受けている.第 2に，少量

取扱品目など集荷ロットの小さい品目 については，出荷

団体が関東地方の分荷ターミナル(デポ拠点)まで輸送

し，卸売業者はこのデポ拠点まで集荷に出向くという形

態が現れてきている.この場合でも委託集荷扱いとなっ

ているが，デポ拠点からの輸送費は却売業者の負担とな

(%) 

A 社 B 社

計 野菜 果実 計 野菜 呆実

38.0 22.5 55.7 27.8 26.9 28.9 

33.4 38.8 25.6 48.1 42.7 54.3 

27.0 35.6 14.4 17.5 23.5 10.7 

3.6 3.1 4.3 6.5 6.8 6.1 

り i標準販売価格」の設定をうけているケースが多い.

第3に，近年増加している輸入青果物の集荷や，量販居

などからの品揃え要請に応えるため，産地出荷業者や輸

入商社からの買付集荷，転送集荷によって対応している

ことである.

こうして，一般に地方都市中央卸売市場の集荷条件の

悪化が指摘されているなかで，山形市中央卸売市場にお

いてもその影響が現れてきているものとみることができ

る.

2.県内産地からの集荷対応

(1) 県内産青果物の集荷構造

ここでは，県内産地からの集荷構造について検討する.

表9は1992年度における県内産地からの集荷先別集荷

割合を示したものであるが，山形市中央卸売市場全体と

しては生産者任意組合からの集荷割合が40%と最も高

く，生産者個人33%，農協系統23%となっている.野菜，

果実の別では，野菜では農協系統の割合が相対的に高く，

果実では生産者個人からの集荷が43%を占めていること

が特徴である.また，卸売業者の別では， A社では生産

者個人(特に果実)と農協系統(特に野菜)からの集荷

割合が相対的に高く ，B社では生産者任意組合(特に果

実)からの集荷割合が相対的に高いという特徴を持って

いる.このような卸売業者ごとの差異を含みつつも，山

形市中央卸売市場の県内産青果物集荷構造を特徴づける

ものは，生産者任意組合および生産者個人からの集荷割

合の高さと，他方での農協系統出荷団体からの集荷割合

の低さである.しかも，県内の生産者個人および生産者

任意組合からの集荷金額 (69.5億円)は山形市中央卸売

市場における総集荷金額 (185億円)の38%，生産者個

人および生産者任意組合からの総集荷金額 (76.3億円)

の91%を占めており ，前述のような集荷構造における生

産者任意組合のウエイトの高さは，県内青果物の集荷構

造によって規定されたものであることを確認できる.
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このように，山形市中央却売市場においては，生産者

任意組合および生産者個人を県内産青果物の主要な集荷

基盤としているのである.ところで，このうち生産者任

意組合からの集荷の大部分は，卸売業者が県内産地に集

落単位で組織している生産者組合20)からの共同販売に

よる集荷である.この生産者組合は，村山地域を中心に

両者あわせて264組織があり，加入している生産者は約

4.600人にのぼる規模のものである21) 他方，個人生産

者からの集荷には，生産者組合に属する生産者からの個

別集荷と，生産者組合に属さない個人生産者からの集荷

の2形態がある.前者は，生産者組合による共同販売が

行われていない品目や出荷規格を満たさないものなどの

集荷であり，生産者個人からの集荷のうち生産者組合に

属する生産者からの集荷割合は，生産者個人からの集荷

割合の高いA社で約70%. B社でも約20%を占めるとい

うことである 22) したがって，この点を加味すると卸

売業者 2社ともに，共同販売と個人出荷を含めて県内産

青果物集荷金額の約60%を生産者組合に属する生産者か

ら集荷していることになる.

なお，農協系統出荷団体からの集荷についてふれてお

くと， 1992年度における山形県経済連からの集荷状況を

示した表10のように23) 農協系統からの集荷は野菜で

はキュウリとハクサイが約40%，果実ではメロン類とス

イカが46%を占めるというように，少数品目に集中して

いるという特徴を持っている. しかも，野菜の一部の品

目を除けば県内産青果物の集荷量に占める山形県経済連

出荷量のシェアは低く，特に山形県を代表する果実であ

るリンゴ，ブドウ，スイカなどのシェアの低さが特徴的

である.これらの果実では，農協系統の県外大規模消費

地向け出荷志向が強いことから，山形市中央卸売市場へ

の出荷はウエイトが低くなっている.また，野菜につい

ては相対的に品質の劣るものの出荷が多いことなど，卸

売業者から県内農協への苦情が少なからず存在する.

以上のように，山形市中央卸売市場における県内産青

果物の主要な集荷形態には， ①生産者組合による共販，

②生産者組合の組合員からの共販以外での集荷，①生産

者組合員以外の個別生産者からの集荷，④農協系統から

の集荷という 4形態が存在することになるが，そのなか

で①と②をあわせた生産者組合が県内産青果物に とどま

らず青果物全体の最大の集荷基盤になっているこ とを特

徴とする.

表10 山形県経済連による品目別出荷状況(1992年度)

(t. %) 

ロロ口 目 出荷量 構成比 シェア

キュウ 1.593 26.2 28.0 

ハクサイ 746 12.3 27.8 

野 ナ ス 574 9.4 44.1 
耳、 ギ 559 9.2 44.1 

ト マ 卜 397 6.5 21.1 

ダ イ コ ン 343 5.6 16.5 
二L ノ キ 251 4.1 45.6 

キ ャベツ 163 2.7 9.6 

一 フ 118 1.9 93.7 

ン メ ン 108 1.8 42.2 

ナ メ コ 96 1.6 40.9 

トウモロコシ 89 1.5 34.9 

ホウレンソウ 73 1.2 12.0 

カ ボチャ 70 1.2 31.5 

セ イ サ イ 65 1.1 9.5 

生 シ イタケ 63 1.0 32.0 

ピ ーマ ン 59 1.0 65.6 

サヤインゲン 56 0.9 25.6 

アスパラガス 44 0.7 61.1 

レ タ ス 39 0.6 13.4 

ブロッコ リー 37 0.6 22.7 

菜 食 用 菊 23 0.4 9.2 

その他の野菜 515 8.5 15.6 

野 菜 計 6.081 100.0 25.2 

メ ロ ン類 155 24.4 18.5 

ス イ カ 137 21.6 3.8 

果 ナ ン 類 69 10.9 9.5 

(ラ・フランス) 51 8.0 12.6 

オウ ト ウ 57 9.0 18.2 

ブ ドウ類 48 7.6 2.6 

(デラウエア) 9 1.4 1.0 

ウ メ 39 6.1 21.0 

イ チ ゴ、 37 5.8 22.4 

モ モ 33 5.2 12.9 

ンゴ類 21 3.3 0.4 

(フ ジ) 12 1.9 0.5 

ク 1) 20 3.1 18.7 

実 干 し 柿 1 0.2 1.9 

その他の果実 18 2.8 2.0 

果 実 言十 635 100.0 4.5 

資料:山形県経済連資料による.

注:シェアは， 山形県内産青果物の取扱量に占める

山形県経済連出荷量の割合

(2) 生産者組合からの集荷状況 果物の基幹的な集荷経路は，卸売業者が組織した生産者

以上のように， 山形市中央卸売市場における県内産青 組合からの集荷である.ここでは. B社生産者組合を例
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表11 B社生産者組合の市町村別組織

状況(1991年度 (%)

市町村 組合員数 組 合 数

山形市 52.8 41. 5 

天童市 20.7 12.8 

東根市 7.5 6.4 

寒河江市 4.4 5.3 

山辺町 3.2 2.1 

村山市 3.2 7.4 

尾花沢市 2.5 8.5 

大石田町 1.8 5.3 

河北町 0.3 1.1 

朝日町 0.2 1.1 

西 川町 0.1 1.1 

上 山市 0.1 1.1 

その 他 3.0 6.4 

合 言十 100 100 

資料 :B社資料による

注 :総組合数，総組合員数に対する割

合.

にとって，生産者組合の設立の経緯，運営の概況と青果

物出荷状況について述べることにする24)

B社生産者組合の沿革は，山形市中央卸売市場の開設

に伴って発足した卸売業者B社の前身であった 4業者

(民営市場 2社+青果物問屋 2社)がそれぞれ組織して

いた生産者組織にさかのぼる.

山形市中央卸売市場開設以前の1960年代における山形

県の青果物生産は，全国的な大産地を形成していた果実

については農協系統組織による県外への出荷が活発に行

われていたが，野菜ではハクサイを除くほとんどの品目

が県内消費向けの零細生産であり，生産品目にも偏りが

あった.市場での取引も，需要と供給の聞に品目的にも

数量的にも格差があり，民営市場の地域への青果物供給

能力は劣弱であった25) 他方，カキやリンゴ，西洋ナ

シなど果実の主要品目については，農協系統組織ととも

に産地移出商による県外移出が活発に行われており， B 

社の前身であった青果物問屋も主にこのような営業を

行っていた26) ところが，民営市場が中央卸売市場に

再編されることになると，需要に対する卸売業者の供給

能力の弱体性が表面化することになった.しかし，県内

の農協系統組織の販売事業取扱品目はコメと県外移出向

け果実を中心としていたため，県内農協系統組織からの

集荷によって需要に見合った青果物を確保するのは困難

であり，県内産青果物の集荷のためには個々の生産者に

依拠せざるをえないという事情が存在した27) その対

策として，以前から各業者が取引関係を持っていた生産

者を組織化したものが現在の生産者組合である.このよ

うなB社生産者組合の発足の経緯は， A社生産者組合に

ついても同様である.前述したような山形市中央卸売市

場における県内産青果物の集荷構造は，このように県内

産地における出荷構造と卸売業者の再編過程に対応し

て，歴史的に形成されてきたものである.

B社生産者組合の組合員の分布は，山形市中央卸売市

場開設当初は山形市及び周辺市町村に限定されていた

が，現在では表11に示したように全体の過半を占める山

形市と山形市中央卸売市場に隣接する天童市の 2市を中

心としながらも， 村山地域一円に拡大している.山形市

及び天童市を中心とする村山地域が県内産青果物の主要

な集荷先地域となっているのである28)

生産者組合の運営にあたっては，事務所を卸売業者の

社屋内に置き， B社からの出向職員 2名が事務局員とし

て荷受け，共選，精算など日常業務を行っている.生産

者組合の活動としては，年 1回の総会をはじめ共販規格

や栽培技術，流通勤向などに関する研修会を随時開催し

ている そのために，生産者組合の内部に14部会(キュ

ウリ部， トマト部，キク部，果菜部，高原野菜部，一般

野菜部，菌茸部，イチゴ部，ブドウ部，リンゴ部，一般

果実部，スイカ部，資材部，青年部)を魁織し，部会単

位での活動を行っている.また，卸売業者は事務局を通

して生産指導や技術指導を主な内容とする広報を定期的

に刊行しており，そのなかで売れ筋品種や季節ごとの栽

培管理上の留意点などについて組合員への周知を図って

いるほか，組合員からの電話での問い合わせにも担当職

員が答えるなど，組合員との密接なコミニュケーション

を維持するように努めている.このような生産者組合の

運営の財源としては，組合員から徴収した会費(年間

200円)の他に，卸売業者から生産者組合に交付される

出荷奨励金が充て られている.

次に，生産者組合の出荷の状況についてみておこう.

生産者組合からの出荷は，前述のように生産者組合と

しての共販と組合員による個人出荷の 2形態があるが，

ここでは共販の仕組みと出荷品目・出荷金額についてみ

ておこう.

共販による出荷は，個々の生産者が選別 ・箱詰めした

ものを個人で市場に搬入するか，運送業者に委託するか，

いずれかの方法によって行われているが，大部分は直接

生産者によって搬入されている.市場に出荷された青果
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表12 B社生産者組合の共販取扱品目(1991年度)

(万円，%) 

野 菜 果 実

o 目 取扱金額 構成比 ロロロ 目 取扱金額 構成比口口

キュウリ 47，122 41.4 ン コー 34，344 33.4 

ト てF ト 22，096 19.4 ブ ウ 21， 198 20.6 

キ ク 8，888 7.8 ス イ カ 15，088 14.7 

ナ ス 7，376 6.5 オウトウ 12，352 12.0 

ホウレンソウ 4，579 4.0 ナ ン 6，891 6.7 

生シイタケ 3，092 2.7 イ チ コ。 4，135 4.0 

ハクサイ 2，771 2.4 カ キ 2，643 2.6 

不 ギ 2，476 2.2 干 ガ キ 1，693 1.6 

セ 2，448 2.2 キ ウ イ 1，398 1.4 

キ ャ ベ ツ 1，893 1.7 プ フ ム 1，242 1.2 

ダイコン 1，768 1.6 モ モ 1，202 1.2 

インゲン 1，721 1.5 その 他果実 717 0.7 

五 月 菜 1，692 1.5 

レ タ ス 1，481 1.3 

フ'ロッコリ ー 1，370 1.2 

松 菜 1，020 0.9 

その 他野菜 1，974 1.7 

止口為 言十 113，766 100.0 d口b、 計 102，902 100.0 

資料 :B社資料による.

注:出荷金額1，000万円以上の品目について表示した

物は，出荷者番号ごとに事務局員と組合代表が品目・規 生産者組合からの共販による出荷金額は， 1977年度

格 ・数量を集計して，生産者組合全体の出荷量を算出し 2.3億円， 82年度9.3億円， 91年度21.7億円へと増加して

実際の販売にあたっては生産者組合が販売の単位となる きており 山形市中央卸売市場の総取扱金額及び県内産

という個選・共販の方式をと っている.すなわち，卸売 青果物取扱金額の伸びを大きく上回っている.主な出荷

業者はB社生産者組合から一括して荷受けし，一括して 品目について表12によってみると，野菜ではキュウリが

セリ(固定ゼリ)で販売している(ただし，軟弱野菜， 圧倒的に多く 41%を占め， トマトが19%でこれに次いで

根菜，オウ トウなどは移動ゼリが行われている).また， いる. これにキク(食用菊)とナスを加えた 4品目で出

出荷規格の統ーのために共選委員会をつくり，生産者の 荷金額の75%を占めており， 主な共販出荷品目はキュウ

代表(共選委員)と事務局員が市場で検査を行っている. リを中心とする少数品目に集中 している.果実について

なお， 規格は山形市の出荷規格に統ーされており，系統 もリンゴ，ブドウ，スイカ，オウト ウの 4品目で81%を

共販品と同様の規格が適用されている.精算は，品目・ 占めており， 出荷品目も多 くはない.このように， B社

規格単位でのプール計算であり，生産者組合を通して支 生産者組合の共販取扱品目は，キュウ リ， トマ ト，リン

払われる. ゴ ブドウなど山形県内陸地方に大規模な産地が形成さ

このように， 生産者組合は実質的には卸売業者が独自 れている品目を主体としていることが特徴である29)

に組織した共販組織である.個別生産者の共販組織(生 次に，生産者組合に よる月別出荷金額 (A社生産者組

産者組合)への組織化は，卸売業者に とって集荷基盤の 合と B社生産者組合の合計)を図 5によ ってみる と，出

確保・安定化につながるだけでなく，品質 ・規格の平準 荷時期の中心は野菜では6-10月， 果実では 6-11月で

化と集荷・販売ロッ トの拡大により量販庖対応を容易に あり，特に野菜では 6-7月， 果実では 8月と 11月に集

するとともに，荷受・仕切・精算業務を簡素化しうると 中している.野菜の 6-7月はキュウリとトマトの，果

いうメ リットをもたらしているのである. 実の8月はスイカとブドウの， 11月はリンゴの出荷最盛
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図5 生産者組合の月別出荷金額(1991~手 2 月 -92年 1 月 )

資料:卸売業者資料による.
注 :A社生産者組合と B社生産者組合の合計値である.

期であり，出荷品Bの構成が月別出荷状況に反映してい

ることがわかる.同時に，このような生産者組合からの

月別出荷状況は，前掲図 2に示した山形市中央卸売市場

全体の月別取扱状況とほぼ一致しており，生産者組合か

らの集荷を基幹とする県内産青果物の取扱状況が市場全

体の取扱状況を規定しているといえる.

生産者組合の共販により出荷される県内産青果物は，

生産者組合として荷口を一本化することにより出荷量の

まとまりがあることと，品質面，特に鮮度の高さから量

販庖をはじめとする需要者側からも積極的な評価を受け

ている.このような評価の反映として，販売面では生産者

組合の個選共販品といえども農協系統出荷団体と同等の

扱いがされており， 出荷奨励金などでも優遇されている

.しかしその反面で，生産者組合からの出荷は前述のよう

に県内産地，特に村山地域の生産状況に規定されて，特定

の品目，時期に集中せざるをえないという難点を持

っている.このことが，山形市中央卸売市場における青

果物集荷構造に偏街をもたらした要因であるとともに，

多様な品目の周年的な品揃えという卸売市場に求められ

ている品揃え機能の面で問題を生み出すことになる.

以上のような市場での評価とともに，生産者にとって

生産者組合を通した出荷には， ①組合員には山形市周辺

に勤務する兼業農家が多く，通勤の途上で、市場への出荷

が可能であり， しかも運送費もほとんど要しない，②出

荷用の段ボールなど包装資材も支部単位で共同購入でき

ることから，市価よりも安価に入手できる， ③販売代金

の精算が迅速に行われ，販売経費も公定手数料以外に不

要である， @個人出荷と比較して販売ロ ットが大きくな

るため，販売面で競争力がつく， ⑤卸売業者から各種の

情報を入手することができる，といったメリ ットがある.

こうしたメリ ットの存在と 生産者組合に加入するため

には年間200円の組合費を納めるだけでよいということ

から，生産者の結集が図られてきた

このような生産者にとっての生産者組合を通した共販

のもつ意味について，次に事例的に考察しよう.

(3) 生産者組合と地域農業

ここでは山形市 I地区の事例をもとに30) 生産者組

合による出荷と地域農業の関係について検討する.

I地区は，村山盆地中央部の平坦地に属し，山形市市

街地にその東端を接している. 1991年の総農家数は144

戸，そのうち専業農家が37戸 (25.7%)と専業農家の比

率が高い地域である.主な営農形態は「野菜+水稲」で

あり，野菜はキュウリを中心に食用菊，温室メロン， ト

マトなどが生産されている.

I地区での野菜生産は1950年前後に開始されたが，

1950年代には生産規模が零細であり，販売方法も 山形市

街地での引き売りが主体であった. しかし， 1960年代後

半から制度資金の導入や生産調整により野菜生産のウエ

イトが高まりつつあったところに，山形市中央卸売市場

の開設計画が発表され，地区全体として野菜産地化への

意欲が高ま った.

そして， 1973年に約50名の生産者によ ってI読菜園芸

組合が結成され，山形市内青果市場を中心に近郊市場へ

の出荷を開始した.疏菜園芸組合発足後，野菜の販売を

めぐって農協への販売委託を行うか(農協共販)，読菜

園芸組合による独自の共販体制を維持するかで組合員の

意見が分かれ， 75年に読菜園芸組合が分裂する.農協共

販推進派30名は農協支所に事務局をおく I疏菜園芸組合

を結成するが，その多くは専業農家をはじめとする地域

農業の中核に位置する生産者であり，農協共販による県

外大都市出荷指向型の野菜生産・販売を進めていく.

他方，農協共販に参加しなかった生産者はB社生産者

組合 I地区支部を結成し，選別や出荷，資材の購入など

出荷・販売にかかわる業務のすべてを生産者自身が行う

共販体制を B社との間に形成した.この生産者組合支部

の構成員は，従来から山形市内青果市場の卸売業者との
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聞で出荷 ・販売関係を持っていた生産者を核としてお

り，その多くは兼業農家である.野菜作付面積は前者に

比べて小規模であり，生産する野菜の品質も前者に比べ

て幾分低いレベルのものになっている.

I地区にみられたような，専業農家中心の大規模市場

出荷指向型農協共販と兼業農家を主体とする地元市場出

荷指向型任意組合共販という青果物生産 ・出荷の二重構

造は，同一地域内に限らず地域聞にも一般的にみられる

ものである.このような青果物生産・出荷の二重構造の

もとで，兼業農家層による青果物出荷の受け血として山

形市中央卸売市場による生産者組合を通じた県内産青果

物集荷構造が位置づいているのである.そして，こうし

た山形市中央卸売市場の集荷構造が，安定的な販路の保

証を通して兼業農家層の青果物生産を支えており，大規

模市場出荷指向型農協共販の進展と相まって地域の青果

物生産の拡大をもたらしてきたのである.

ν.山形市中央卸売市場における分荷精進

1.卸売業者からの分荷状況

(1) 卸売業者からの分荷経路と分荷先

卸売業者などからの聞き取りによ って， 山形市中央卸

売市場からの分荷経路を示したものが図 6である.卸売

業者は仲卸業者への分荷とともに売貨参加者へも分荷し

ている売買参加者の多 くは青果物専門小売庖であるが，

分荷量の多いのは大規模量販庖と転送業者である.他方，

仲卸業者は買出人である青果物専門小売庖や中小規模量

販庖に分荷しているほか，他市場への転送分荷も行って

いる.

このような山形市中央卸売市場の分荷経路のうち，ま

ず卸売業者からの分荷経路について検討しておこう.

卸売業者の販売相手別販売金額の推移を1980年以降に

ついて示した図 7によると 仲卸業者への販売割合が上

昇している反面で，売買参加者への販売割合が低下して

いるという傾向がみられる.すなわち， 1980年において

は仲卸業者43%，売買参加者56%であったものが， 1983 

年に両者の割合が逆転し， 1985年にはそれぞれ57%，

43%， 1992年には61%，39%というように仲卸業者への

販売割合が高まっており，特に1980年代前半に仲卸業者

への分荷割合が上昇した.また，野菜 ・果実別では，

1991年の仲卸業者に対する販売割合が，野菜56.7%，果

実70.3%となっており，特に果実において仲卸業者への

販売割合が高くなっている.なお，全国中央卸売市場平

均では，仲卸業者への販売割合が70%を上回っており，
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図6 山形市中央卸売市場における青果物分荷経路

資料:卸売業者からの聞き取りによる.

拙

時

諮

臨

時

脳

的

時

腕

器

開

";;""""""""""，， 、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
~_'_'_'_'_'JJJ_'JJJJ 'J.'"'''''''''' 

''''''''''''''.'''''''''';;; 、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
，、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
".""""""""" 

'.".""'."""""'" 、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
、、、、、、、、、、、、、、、、、、...."""".."".，.，.，.， 
"'''''''''''''''''' 、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
、、、、、、、、、、、、、、、、、、
~~'- ~""""""'" 

"""""""'''' 、、、、、、、、、、、、、、、、、
、一、、、、、、、、、、、、、、、、
'."'."'''''''''''' 
'.'.'.'.'."".""""  、、、、、、、、、、、、、、、、
、、、、、、、、、、、、、、、、
'.""""."""'" 

"""" """"， 、、、.'、、、、、、、、!、、、、

01020~4050ω70 80 9o 1∞% 
|・仲卸業者 図売買参加者口その他
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資料:山形市中央卸売市場 「市場年報」による

山形市中央卸売市場の場合は現在でも相対的に売買参加

者への販売割合が高いとみることができる.

次に，卸売業者の販売方法について簡単にみておくと，

全国的には相対販売や先取り取引の増加が指摘されてお

り， 1992年の中央卸売市場における相対販売割合は，金

額ベースで野菜38%，果実42%になっている 31) 山形

市中央卸売市場においても相対販売が増加傾向にある

が， 1993年の相対販売割合が44%(野菜28%，果実60%)

であり 32) 果実の相対販売割合が中央卸売市場平均を

大きく上回っている.山形市中央創売市場での相対販売

は，その大部分が特定物品であり，実質的には買付集荷

品目の販売である.相対販売割合は相対販売をせざるを

えない買付集荷量に基本的に規定されることになる.特

に，買付集荷割合が高く，しかも輸入果実，カンキツ類，

メロン類などが相対で販売されている果実の相対販売割

合が高くなっている なお，予約相対取引についてはご
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くわずかしか申請されておらず，相対販売割合に対する ある.青果物の購入にあたっては， 量販庖に所属する数

影響はほとんどないとみてよい. 名の売買参加権を もったバイヤーが卸売業者から直接購

また，先取りについては， 全国的には大都市圏を中心 入している.これらのバイヤーは，かつては個人経営の

に量販庖などの関庖準備対策としての先取りの増加が指 小売庖を経営していた者や仲卸業者の従業員だ、った者で

摘されており，それが相対販売割合の増加と結びついて

いる. 山形市中央卸売市場の場合は，後述するように売

買参加者及び買出入の大部分は市場周辺に位置してお

り，輸送条件に起因する先取りの必要性が低いこと33)

開設者による取引規制が強化されたことなどから，現実

に大きな問題になるほど行われてはいないのが実状であ

る.特に，先取りについては開設区域外の卸売市場への

転送(卸売業者による第 3者販売)についてのみ認めら

れており，総取扱量の 1%未満にすぎないということで

ある.

山形市中央卸売市場においては総じて開設者による取

引規制が卸売市場法に基づいて厳格に行われており，そ

のことが先取りや相対販売の増加を抑えてきたのであ

る しかし，近年ではそのことが県外産地からの集荷，

特に農協系統出荷団体からの集荷の際にネ ックになって

きており，取扱量減少の一因ともなってきているという

ことである34)

(2) 売買参加者からの分荷状況

売買参加者として卸売業者から直接販売を受けている

のは，専門小売庖，大規模量販店，転送業者が主体であ

る.

売買参加者の大部分は購入金額の少ない青果物専門小

売業者である.たとえば， A社から青果物を購入してい

る売買参加者のうち，年間購入金額が500万円未満のも

のが70%を占めており ，これらの売買参加者の大部分は

個人経営の小売業者である 他方で，年間購入金額

1.500万円以上の売買参加者はわずかに13%を占めるに

すぎないが，売買参加者への販売金額の70%以上を占め

ており，これらの売買参加者の多くは大規模量販店のバ

イヤーや大規模な転送業者である 35) したがって，売

買参加者は多数の零細・小規模小売庖と少数の大規模業

者に分化しており，買い受け量は後者が大部分を占めて

いるという特徴を持っていることになる.

そこで，山形市中央卸売市場の売買参加者の中心的位

置を占めている量販庖のうち，最大の量販庖の購入形態

について簡単にみておこう.この量販庖は村山地域を中

心に県内32庖舗，県外(宮城県)7庖舗をもっ県内最大

の量販庖であり，山形市中央卸売市場からの購入金額も

多く，総取扱金額の10%程度を占めているということで

あり， 青果物の購入経験の豊富な者である.こうして購

入した青果物は山形市中央卸売市場に隣接して設置した

商品集配センターへ搬入され，そこでパッケージや広舗

ごとの仕分けが行われた後，各庖舗に向けて配送される

こと になる. このよう に， この量販庖では売買参加権を

もったバイヤーを活用することによって青果物の大部分

を卸売業者から購入しているが，モヤシやカイワレダイ

コンなど購入にあたってバイヤーの経験と判断を要しな

い規格品については仲卸業者から購入している.

このような大規模量販庖の仕入行動の背景には，山形

市中央卸売市場においては農協系統共販品の集荷割合が

低 く， 他方で県内個人生産者や生産者任意組合からの集

荷割合が高いことから，規格化された青果物の取扱割合

が低く， しかもロ ットのまとまりに欠けるため，経験豊

富なバイ ヤーの判断が重視されること，購入金額が多い

ため有利な条件での卸売業者からの購入が可能になるこ

と，購入単位が大きいため仲卸業者では品揃えが困難で

あること，経費面でも購入金額が多いためバイヤーの人

件費が仲卸業者のマージンに比べて割安なこと， 等の要

因がある.ただ，最近では仲卸業者からの購入のウエイ

トが高ま っているとともに，仙台市中央卸売市場や東京

都中央卸売市場からの購入のウエイトも高ま っていると

いうことである.

こうして，山形市中央卸売市場においては一般的傾向

と異な り，大規模量販庖が売買参加者として卸売業者か

ら直接購入しているという特徴を持っているのである.

2.仲卸業者による分荷状況

(1) 買出人等への販売状況

仲卸業者の主な販売相手は，中小規模の量販庖，青果

物専門小売店，旅館・飲食庖などの給食業者であり，専

門小売庖のなかには売買参加権をもっている者も含まれ

ている36)

仲卸業者の販売先として近年ウエイトを高めつつある

のが量販庖である.前述のように主として卸売業者から

直接購入している大規模量販庖も，モヤシやカイワレダ

イコンなどの規格性のある品目については仲卸業者から

購入しているが，大規模量販庖のようにバイヤーを雇用

しえない中小量販庖の場合，むしろ仲卸業者から購入す

るほうが効率的なため，仲卸業者から主として購入する
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ことになる.量販庖への販売においては，パッケージや

配送な どのサーピス，代金決済の遅延などの問題が現れ

てきているが，現在のとこ ろ量販庖向け販売割合がそれ

ほど高くないため，聞き取り調査による限りではさほど

影響はでていない.また，全国的には仲卸業者の量販庖

にとっての仕入れ代行業者化が指摘されているが，聞き

取 りによると山形市中央卸売市場においては現在のとこ

ろそうした傾向はほとんどみられないということであ

る.

しかし，青果物小売業界における量販庖のシェアの拡

大は，他方で従来からの青果物専門小売庖の業務縮小も

しくは廃業を惹起する要因になっており， 仲卸業者の業

務にも少なからぬ影響を与えている.青果物の仕入れの

ために直接市場に赴く専門小売業者数は減少しており，

その結果，仲卸業者が販売先を確保するためにも専門小

売業者に対する配送業務を行うケースが増えてきてい

るごまた，全国的には量販庖向けのサービスとして仲卸

業者が行っている事例の多いカ ットやパッケージなどの

青果物の調整業務も，山形市中央卸売市場の場合は専門

小売庖を中心とした小規模小売業者からの要望に応える

形で行われるケースが多くなってきている.現在ではほ

とんどの仲卸業者が独自のパッケージセンタ ーをもって

対応しているが， 加工手数料を徴収しているものの実質

的には販売先確保のためのサービス的な側面が強く，そ

こからはほ とんど収益が見込めない状況である.こうし

た配送業務やパッケージなどのサービスは，量販庖に対

して行うよりも多数の専門小売業者に対して行うほうが

煩雑であ り，コス トもかかることから，仲卸業者にと っ

ての大きな負担になりつつある.そこで， 仲卸業者のな

かにも販売先のウエイトを量販庖に移行したいという意

向が強まってきているのが現状である.

(2) 転送分荷の状況

仲卸業者の分荷方法としては，以上のような買出人へ

の直接分荷のほかに転送分荷がある.そもそも山形市中

央卸売市場の開設にあたって仲卸業者として収容された

ものは，青果物問屋を兼ねていた当時の大口買出人で

あった.彼らは同時に県内産青果物の県外市場への転送

も行っていたことから，山形市中央卸売市場開設以来，

仲卸業者による転送分荷が行われてきたのである.そし

て現在では，山形市中央卸売市場からの転送分荷は仲卸

業者によるものとともに売買参加権をもっ転送業者に
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図8 山形市中央卸売市場の転送分荷量の推移

資料:農林水産省統計情報部「青果物卸売市場調査報告」

による.

注:転送分荷割合=転送分荷量÷取扱数量

物卸売市場調査報告」によ って把握できる範囲内で示し

たのが図 8である 37) これによると，野菜の転送分荷

量は1980年前後をピークとして減少傾向にあり，近年の

転送分荷割合も 1-2%の聞で推移している.他方，果

実の場合は年格差が大きく，転送分荷割合も 2-6%の

範囲で変動しているが， 1980年代半ばをピークとして近

年減少傾向にあるとみることができる.

次に，品目別の転送分荷状況について，近年では転送

分荷量の多い1990年を例にとって検討しておこう.表13

によると，野菜では転送分荷量の多いものはダイコンと

キュウリであり，この 2品目で転送分荷量の68%を占め

ている.また，転送分荷割合が比較的高い品目にはサヤ

エンドウ，ナメコ，シメジタケがある.果実ではリンゴ

(特にフジ)，カキ(渋ガキ)，ブドウ(デラウェア)，ス

イカの転送分荷量が多く この 4品目で転送分荷量の

82%を占めている.この他に転送分荷割合が高い品目と

しては，スモモ，オウトウがある.このように山形市中

央卸売市場の転送分荷は，特定品目に集中していること

を第 lの特徴としている.第 2には，主な転送分荷品目

は県内に大規模な産地が形成されている品目だという特

よっても行われている. 徴を持っている.第3に 表出はしていないが転送分荷

山形市中央卸売市場からの転送分荷の動向を r青果 先は，野菜では八戸市中央卸売市場および市内青泉市場
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表13 山形市中央卸売市場における転送分荷状況(1990年)

(t， %) 

野 吉オ会~ 果 実

ロロロ 日
転 送 転 送

口仁1口 目
転 送 転 送

分荷量 構 成 比 分荷率 分荷量 構 成 比 分荷率

ダ イ コ ン 339 41. 7 9.4 カ ン キ ツ 類 90 6.3 1.1 
カ プ 8 1.0 1.1 、、、 カ ン 20 1.4 0.4 

ン ユ/ ン 7 0.9 0.2 甘ナ ツミカン 10 0.7 1.2 

ゴ ボ ウ 24 3.0 3.1 イ ヨ カ ン 50 3.5 3.7 
タ ケ ノ コ /、 ツ サ ク
/、 ク サ イ 11 1.4 0.3 その他の雑カン 10 0.7 8.4 
コ 守' ツ ナ 5 0.6 3.0 ン ゴ? 301 21.1 5.6 
その他の菜類 4 0.5 0.4 ツ ガ lレ 26 1.8 3.2 
キ ヤ ベ ツ 11 1.4 0.2 ゴールデンデリシャス 5 0.4 100.0 
ホウレ ンソウ 1 0.1 0.1 ジョナゴールド 19 1.3 13.5 
不 ギ 20 2.5 1.0 デリ シャ ス系 20 1.4 11.4 
ウ ド 4 0.5 2.4 中よ 玉 4 0.3 2.4 
、、、 :ツ ノf フ ン 157 11.0 5.5 

ンユ ンギ、ク 陸 奥 12 0.8 54.5 

フ 王 林 34 2.4 6.6 

セ jレ 4 0.5 1.3 そ の { 也 の リ ン ゴ 24 1.7 3.7 
アスノT ラガス ナ ン 14 0.9 1.0 
カ リフラワー 3 0.4 1.5 長 十 !ì~ 2 0.1 4.8 
フ。 ロ ッ コリー 幸 水
レ タ ス 8 1.0 0.6 十 世 紀 6 0.4 2.2 
ノT セ 西 洋 ナ ン 4 0.3 0.6 

キ ニ工 ウ 211 26.0 2.9 その他のナシ 2 0.1 1.1 

カ ボ チ ヤ 4 0.5 0.4 カ キ 315 22.2 35.1 

ナ ス 10 1.2 0.4 富 有 l 0.1 1.2 

ト マ ト 34 4.2 1.2 その他の甘ガキ 8 0.6 57.1 
ピ マ ン 1 0.1 0.2 渋ガキ(脱渋を含む) 306 21.5 38.2 
シシトウガラシ モ モ 10 0.7 2.2 
未成熟ト ウモロコシ 1 0.1 0.2 ス モ モ 16 1.1 7.3 
サヤインゲン 5 0.6 2.1 オ ウ ト ウ 20 1.4 5.3 
サ ヤエンドウ 7 0.9 7.1 ウ メ 6 0.4 2.4 

コニ ダ .マ メ プ ド ウ 175 12.3 8.7 

カ ン ン ヨ 4 0.5 0.3 ア フ ウ コ二 ア 142 10.0 14.6 
ノf レ イ ユ〆 ヨ 15 1.8 0.8 キャンベルアーリー 23 1.6 8.8 

サ ト イ モ 12 1.5 1.4 ネオマスカ ッ ト 1 0.1 3.8 
ヤマノ イ モ 7 0.9 1.0 巨 峰

生 シイ タケ 7 0.9 2.9 その他のブドウ 9 0.6 1.3 

ナ メ コ 14 1.7 5.9 ク 4 0.3 2.6 
エノ キダケ 24 3.0 5.0 イ チ ゴ 24 1.7 3.1 
ン メ ン 8 1.0 2.6 果 瓜 類 447 31.4 5.9 

二岨自且 三信主E主 メ ロ ン 2 0.1 4.3 
フ。リンスメロン 9 0.6 1.9 
アンデスメロン 55 3.9 5.6 
アムスメロン

その他のメロン 6 0.4 1.0 
ス イ カ 375 26.4 7.3 

合計 (数 量) 813 100.0 1.6 合計 (数 量) 1，422 100.0 5.2 

合計(価額，万円) 15，511 1.6 合計 (価額，万円) 36.052 4.9 

資料.r青果物卸売市場調査報告」による.

注:転送分荷率は，品目ごとの取扱数量に占める転送分荷量の割合.
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18%，秋田市中央卸売市場53%，不明29%，果実では函

館市中央卸売市場28%，気仙沼青果市場 7%，下館青果

市場 8%，松山市中央卸売市場16%，沖縄県中央卸売市

場 8%，不明33%であり，主な転送先は他都市の中央卸

売市場である. したがって，集散市場体系論やミニ集散

市場体系論がいうような性格の転送分荷ではないと判断

するのが妥当である.

以上は統計的に把握できる範囲内での転送分荷の状況

であるが，山形市中央卸売市場からの転送分荷量は実際

にはこれを大きく上回っていると考えられる.管理事務

所の資料によれば，イ中卸業者の転送等売上金額は1990-

93年平均で年間41億円であり 38) これは仲卸業者売上

金額の29.7%，卸売業者取扱金額の19.5%を占めること

になる.また，仲卸業者による転送等分荷以外に，売買

参加権をもっ転送業者(5-6業者)による購入金額が野

菜 4-5億円，果実 2-3億円，計 6-8億円あるとい

うことであり 39) この大部分も他市場に転送されてい

るとみることができる.以上のことから，山形市中央卸

売市場における実質的な転送分荷額は約50億円，卸売業

者取扱金額の25%程度を占めるものと推定できる.また，

これらの転送等分荷品目は，大部分が県内産，それも生

産者組合を通して集荷されたものということである40)

このように，山形市中央卸売市場における転送等分荷

は，統計的に把握できるものを大幅に上回り，実質的に

は卸売業者取扱金額の約25%を占めるほどのものであ

る. しかもその大部分が生産者組合を通して集荷された

県内産青果物であることから，それは産地市場的な転送

分荷であり，この転送等分荷によって山形市中央卸売市

場はー商では産地市場としての機能を有しているとみる

ことができる 41)そして，山形市中央卸売市場のもつ

産地市場機能は，市場開設以前に県内産青果物の移出機

能を担っていた産地移出商を市場開設に伴って仲卸業者

や売買参加者として市場内に包摂したことによるもので

あり，山形市中央卸売市場のもつ歴史的性格である

以上のような産地市場的な転送分荷の他にも，隣接す

る市場との間で，短期的な需給調整や品揃えを目的とし

た転送が行われている.このような転送は，例えば量販

庖などによる突発的な大口需要が生じた場合，あるいは

突発的な品不足が生じた場合などに行われているスポッ

ト的なものであり，取引単位としては小さいものである.

3. 山形市中央卸売市場の分荷圏と分荷能力

(1) 売買参加者・買出入による分荷圏

地方都市中央卸売市場の性格規定を行う際に I全国

表14 売買参加者・買出人の分布

(人， %) 

売買参加者数 買出人数
市町村名

人 数 構成比 人 数 構成比

村山地域 580 95.7 292 98.0 

山形市 293 48.3 141 47.3 

山辺町 24 4.0 6 2.0 

中山町 21 3.5 12 4.0 

上 山 市 20 3.3 12 4.0 

天 童 市 46 7.6 69 23.2 

寒河江市 23 3.8 2 0.7 

村山市 27 4.5 11 3.7 

東 根 市 67 11.1 22 7.4 

尾花沢市 13 2.1 6 2.0 

河 北 町 20 3.3 4 1.3 

西 川 町 6 1.0 2 0.7 

朝日町 5 0.8 2 0.7 

大 江 町 5 0.8 2 0.7 

大石田町 10 1.7 1 0.3 

最上地域 10 1.7 3 1.0 

新庄市 4 0.7 1 0.3 

金山町 I 0.3 

最 上 町 2 0.3 

舟形町 3 0.5 

真室川町 I 0.2 

戸沢村 1 0.3 

その他 16 2.6 3 1.0 

鶴 岡 市 2 0.3 I 0.3 

長 井 市 3 0.5 

南 陽 市 8 1.3 

高 畠 町 2 0.7 

白鷹町 1 0.2 

県 外 2 0.3 

計 606 100.0 298 100.0 

資料:山形市中央卸売市場管理事務所資料による.

注:1992年3月未現在の人数である.

広域市場体系」論では開設区域を大幅に越えた主要直接

分荷圏の広域性と，開設区域内消費量を大幅に上回る取

扱量の多さ(直接分荷力)を重要な指標としていた42)

そこでまず，山形市中央卸売市場の直接分荷圏について

f食言すしておこう.
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表14は，直接分荷の担い手である売買参加者及び買出

人の所在地域別業者数を示したものである.これによる

と，売買参加者の地域的分布は， 48%を占める山形市を

中心に，東根市，天童市など村山地域が95%を占めてお

り，山形市中央卸売市場からおおむね半径 20kmの圏

内に集中していることになる また，買出人についても
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同様に， 山形市が47%を占めているのを始め天童市の

23%など村山地域が98%を占めている.

売買参加者や買出人が庖舗数の多い量販庖である場

合，本社所在地と実際の搬出先は異なることから即断は

許されないが，山形市中央卸売市場の直接分荷圏は，山

形市を中心としたおおよそ半径 20kmの狭い圏域と

なっていると判断できる.主要直接分荷圏はたしかに開

設区域である山形市を越えているとはいえ，現在でも 山

形市+隣接市町村の範囲にとどま っているのであり，市

場開設当初の状況と大きな変化はない.この点から，山

形市中央卸売市場における主要直接分荷圏の広域化は基

本的にみられないといってよい.

(2) 供給圏への供給能力

次に，山形市中央卸売市場の供給圏への分荷能力につ

いて検討しよう.

図9は供給圏として 3つの圏域を設定し，それぞれの

圏域での青果物消費量が全国平均と同様と仮定した場合

の推定消費量に対する山形市中央卸売市場取扱量の割合

(=超過取扱高指数)の動向を示したものである.ここ

で設定した供給圏は，開設区域である山形市，主要直接

分荷圏である村山地域(供給圏A)，I山形県卸売市場整

備計画」が設定した流通圏である村山・最上地域(供給

圏B)の3つである.

図9によれば，野菜の超過取扱高指数は，供給圏の人

口動態と取扱量の動向を反映して，開設区域に対しては

1.5-1.6の範囲で，供給圏Aに対しては0.6-0.7の範囲

で，供給圏Bに対しては0.5-0.6の範囲で，それぞれ安

定的に推移している.つまり，山形市中央卸売市場の野

菜供給能力は開設区域内推定消費量を1.5倍程度上回っ

ているが，主要直接分荷圏の推定消費量を満たすにまで

は達していないことになる.そして， 1990年以降，取扱

量の減少に規定されて超過取扱高指数は低下している.

果実の場合は，取扱数量の動向を反映して野菜に比べ

て年次変動が大きいが，開設区域に対しては2.5-3.0の

範囲で，供給圏Aに対してはl.0-1.2の範囲で，供給圏

Bに対しては0.9-1.0の範囲で推移しており， 1980年代

を通じていずれもやや低下する傾向を見せている.つま

り，果実の供給能力は開設区域内推定消費量を2.5-3 

倍程度上回るものであり，主要直接分荷圏の推定消費量

とほぼ同水準の供給能力を持っていることになる.ただ

し， 1990年以降低下幅が大きくなっているのは野菜と同

様である.

以上のことは，消費量を全国水準と同様と仮定した場
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0.5 

2 r J 。

野1.5

1/ ー噌 開設区域

1 
菜

0.5 ~ラJ忌企・牛占??・ a? 血?a?-? τ- 士z ・:ーi~~唱唱供給圏A
:...r 供給圏B

。
7576777879鈎 818283848586878889909192年

図9 山形市中央卸売市場の超過取扱高指数の推移

資料:山形市中央卸売市場「市場年報J，農林水産省「食料

需給表j，山形県企画調整部 「山形県統計年鑑」による
注 1) I開設区域」は山形市 r供給圏Ajは村山地域，

「供給圏Bjは村山地域十最上地域である.

2)超過取扱高指数=山形市中央卸売市場取扱数量

÷推定消費量
3)推定消費量=1人1年当たり供給純食料×供給

圏人口
4 )推定消費量の算出にあたっては，卸売市場取扱
量と整合させるため， 野菜にはいも類を含め， 果

実的野菜を除いた また，果実には果実的野菜を

含めた.
5 )取扱数量は年次，推定消費量は年度である.

合であるが家計調査年報』によって1990年の山形市

の1世帯当たり年間購入数量(全世帯)を全国平均と対

比すると，野菜l.21倍，果実1.12倍といずれも全国平均

よりも購入量が多くなっており，これは1990年に限らず

一貫した傾向である.また，供給量については転送分荷

量を差し引く 必要もある. したがって，これらの点を念

頭に置いて1990年の開設区域に対する超過取扱高指数

を，推定消費量を野菜は1.2倍，果実は1.1倍し，山形市

中央却売市場取扱量から転送分荷量を差しヲ|いて修正す

ると，野菜1.29，果実1.99となり，図 9の値(野菜1.58，

果実2.28) を0.3下回ることになる 43) したがって， 山

形市中央卸売市場の実質的な供給能力は開設区域内消費

量に対して，野菜で1.3倍，果実で2.0倍程度のものと判
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断することができる.

こうしたことを加味して考えると，野菜と果実では異

なった水準の供給能力をもちながらも. 1980年代を通じ

て供給能力がほぼ停滞し. 1990年以降低下していること

が特徴である.

このような山形市中央卸売市場の分荷能力を基本的に

規定しているのは取扱数量の停滞ないし減少であるが，

同時に県内及び県外他卸売市場との分荷面での競合につ

いても見逃すことができない. 山形県は東北のなかでも

卸売市場整備が遅れた地域であり，村山・最上流通圏に

は1994年 1月現在で山形市中央卸売市場の他に地方卸売

市場が6市場，政令規模未満市場が7市場存在する.こ

には，そのなかで県内産青果物のウエイトが高く，県内

産青果物を基幹とした集荷構造が形成されていることで

ある.第 4に，このような県内産青果物のウエイトの高

さに規定されて，取扱量の時期別，品目別のアンバラン

スが著しく，特に県内産青果物の出回り 量の少ない冬期

間および卸売市場の基幹的取扱品目の県外産地からの直

接集荷力が弱体で、あることである 第5に，このような

県外産地からの直接集荷力の限界を，卸売業者は転送集

荷によって補っているが，それは集散市場体系論がいう

ような転送を媒介とした大都市中央卸売市場べの従属を

もたらすほどのものではないことである.

次に，卸売業者の集荷構造の特徴は，第 1に，県内産

れらの市場の1992年度の取扱量を合計すると，青果物全 青果物の集荷にあたっては卸売業者が組織した生産者組

体で13.?万 t (山形市中央卸売市場8.4万 t.地方卸売 合を主要な集荷基盤としていることである.そして，卸

市場4.0万 t.政令規模未満市場0.8万 t)であり 44) 売業者は，個別生産者に よる零細・ 分散的な県内産青果

これは村山 ・最上地域の推定消費量13.7万 tにほぼ匹敵

ヤることになる.このように村山・ 最上流通圏において

は卸売市場全体としては地域内の消費量に見合った供給

力を維持しているこ とになるのであるが，卸売市場開の

分荷圏の競合のもとで，山形市中央卸売市場の分荷圏の

拡大は制約を受けているのである45)

同時に，村山地域は隣接する仙台市中央卸売市場の分

荷圏に一部が包摂されており， 山形市中央卸売市場の分

物の出荷を，生産者組合による共販という形で一本化す

ることにより，品質 ・規格の平準化とロットの拡大，荷

受 ・精算業務の簡素化を図っているのである.第 2に

県外産地からの集荷については農協系統出荷団体からの

集荷割合が全国的にみても低く，その不足分を産地出荷

業者，商社からの買付集荷や転送集荷で、補っていること

である.第 3に，集荷方法の面では産地出荷業者，商社

からの集荷および転送集荷を除けば基本的に委託集荷で

荷圏は仙台市中央卸売市場の分荷圏とも競合することに はあるが，県外農協系統出荷団体からの集荷の場合は「標

なる. しかも，仙台市中央卸売市場は東北最大の卸売市 準販売価格」の設定を受けるなど，近年の青果物流通構

場であり，品揃え機能も山形市中央卸売市場に比べて格 造や取引方式の変化のなかで，県外産地からの集荷力の

段に優る. したがって，量販庖な どが仕入先を仙台市中

央卸売市場にシフトする傾向も現れてきている46)

このような分荷面での県内他市場との競合と仙台市中

央卸売市場との競合が， 山形市中央卸売市場の「広域消

費市場」としての本格的展開を阻んでいる分荷面での要

因と考えることができる.

V.総 括

限界が現れつつあることである.

分荷面では，第 lに卸売業者からの直接分荷は大規模

量販庖や転送業者を主としており ，仲卸業者が中小量販

庖や専門小売庖向け分荷を主として担っている ことであ

る.第 2に，そのなかで量販庖の仲卸業者利用が増加し

てきたことから，卸売業者の販売相手として仲卸業者の

ウエイトが高まってきたことである.第 3に，卸売業者

が生産者組合を通して集荷した県内産青果物を中心に，

最後に，本稿で明らかにしたことを簡単にまとめると 仲卸業者および売買参加権をもっ転送業者によって産地

ともに，全国卸売市場構造に山形市中央卸売市場を位置 市場的な転送分荷が行われていることである.第4に，

づけるための若干の考察を行う . 直接分荷圏は開設区域を越えて村山地域をカバーする広

山形市中央卸売市場の集荷面での特徴は，第 lに，取 がりをもっているが，供給能力の面では開設区域内消費

扱量が開設以来ほぽ停滞的に推移し，しかも近年大幅に 量を上回っているものの，主要直接分荷圏である村山地

減少していることである.第 2に，取扱量の減少にもか 域の需要には対応しえていないことである.

かわらず取扱金額は全国卸売市場取扱金額とほぼ同様の このように 山形市中央卸売市場の集・分荷構造の特

動向を示しており，その結果，特に野菜において1990年 徴は，生産者組合に立脚した県内産青果物の集荷基盤の

代に入って単価が著しく上昇しているこ とである. 第3 確保と，その反面での市場の立地条件と規模に制約され
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超過取扱高指数(青果物計)

2類都市中央卸売市場における県内産青果物占有率と超過取扱高指数の相関 (1990年)図10

資料:農林水産省統計情報部 「青果物卸売市場調査報告J，各中央卸売市場「市場年報」による.

注 :1)県内産青果物占有率及び超過取扱高指数ともに青果物計の数値である.

2 )超過取扱高指数の算出にあたって，人口は「青果物卸売市場調査報告」 に掲載されている開

設区域内人口をとった.その他の指標は図 9と同じ

3 )図中の数値は各中央卸売市場の番号であり，対応する中央卸売市場名は下記の通りである.

1 函 館 市 2 量111 路市 3 :室 蘭市 4 青森市

5 :八戸市 6 :盛 岡 市 7 秋 田 市 8 :山形市

9 :福島 市 10 :いわき 市 11:宇都宮市 12 :千 葉市

13 : 船 橋 市 14 :藤 沢 市 15 :新潟市 16 :富山市

17 :金 沢 市 18 :福井市 19 :甲 府市 20 :岐阜市

21 :静 清 22:浜 松 市 23:三 重 県 24:尼崎市

25 : 姫 路 市 26 :奈 良県 27 :和歌山市 28 :岡山市

29 :呉 市 30:下関 市 31:宇部市 32:徳島市

33 : 高 松 市 34 :松 山市 35 :高知市 36 :久留米市

37 :長崎市 38 :佐世保市 39 :大分市 40・宮崎市

41 :鹿児島 市 42 :沖縄県
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た県外産地からの直接集荷力の弱体性が取扱量の停滞 ・

減少をもたらし，消費地市場としての展開を制約してい

ることである.同時に，県内産青果物に立脚した集荷構

造のもとで， 一面では仲卸業者や転送業者による転送を

通して産地市場としての機能を保持しつつ，他面では県

内産(特に村山地域産)青果物の村山地域への分荷とい

う県内産青果物の集 ・分荷圏の重層性のもとで，地場流

通の拠点市場としての機能を持っていることが山形市中

央卸売市場の特徴である.

以上のような特徴をもっ山形市中央却売市場の性格・

機能を，これまでの青果物卸売市場体系論との関わりで

検討しておくと，集散市場体系論との関係では行論でも

ふれてきたように山形市中央卸売市場の転送は，転送集

荷の面でも転送分荷の面でも集散市場体系論が主張する

図10から 2類都市中央卸売市場は図の各象限に属す

る4類型に分けることができる.第 1象限に属する市場

は，県内産青果物のウエイトが高いとともに超過取扱高

指数も高い市場であり，県内産地に主要な集荷基盤を置

きながら高い分荷能力を持つ市場である.ここには山形

市中央卸売市場をはじめとして，函館市，室蘭市，青森

市，八戸市，徳島市，松山市，宮崎市，鹿児島市の各中

央卸売市場が含まれる.これらの市場に共通するのは後

背地に青果物の大産地をもつことであり，そのことが県

内産青果物のウエイトの高さの要因となっている. 同時

に，多くの市場が産地市場機能を包含していることが指

摘されており 47) それが超過取扱高指数の高さの一要

因となっているとみることができる.

第2象限に属する市場は，県内産青果物のウエイトは

ような転送受け市場あるいは中継市場としてのものでは 高いが，超過取扱高指数は平均以下の市場であり， 日本

ないことは明らかであろう. 列島の縁辺部に位置する釧路市，和歌山市，下関市，高

全国広域市場体系論が主張する広域消費市場としての 知市，佐世保市，長崎市などの各中央卸売市場が含まれ

性格・機能の面では，直接分荷圏の開設区域を越えた広

がりや開設区域内消費量を上回る分荷能力といった面で

妥当する点はあるが，集荷面での限界や分荷面での他市

場(特に仙台市中央卸売市場)との分荷圏の競合などに

よって，その本格的展開は制約されているといえよう

また，集荷面での県内産青果物のウエイ トの高さとその

反面での集荷圏の限定性，分荷面での産地市場機能の保

持といった点からみれば，藤島のいう広域消費市場の定

義とは合致しない点がある.

さらに，情報主導型総合市場体系との関連では，たし

かに県外からの農協系統集荷においては細川のいう従属

的物流関係が近年みられるようになってきたが， 山形市

中央卸売市場の場合は生産者組合を通した県内産青果物

る.後背地に青果物産地をもつことから県内産のウエイ

トが高いが，主として立地条件に規定されて県外産地か

らの集荷力が弱く，それが超過取扱高指数の低さの要因

となっているものと考えられる.その意味で，一部に産

地市場機能を包含している可能性をもちつつも，県内産

青果物の集・分荷を基本機能とする市場(地場流通拠点

市場)といえるであろう.

第3象限の市場は，県内産青果物のウエイトと超過取

扱高指数の両者ともに低い市場であり，いわき市，千葉

市，静清，三重県，奈良県，尼崎市，姫路市，呉市，沖

縄県などの各中央卸売市場が含まれる.大消費地周辺な

いし後背青果物産地の少ない地域の市場であり，そのこ

とから県内産青果物の占有率が低く，しかも他市場との

の集荷割合が高く，そこではむしろ地場中小産地 ・生産 競合ないし県外産地からの集荷力の弱さから超過取扱高

者との聞で「優越的」ともいいうる情報関係と物流関係 指数の低い市場とみることができる.

が形成されているとみてよい.このような特徴と， 開設

者による取引規制の厳格性とも相まって，一般に指摘さ

れているよりは卸売市場法の原則に則った取引が行われ

ていることが特徴である.

以上の点についての考察も含めて，次に地方都市中央

卸売市場のなかにおける山形市中央卸売市場の位置につ

いて検討しておこう.そのために作成したのが図10であ

る.この図は， 山形市中央卸売市場の特徴及び広域消費

市場規定との関連を意識して，縦軸に県内産青果物の占

有率を，横軸に超過取扱高指数(青果物計)をとって，

2類都市中央却売市場をプロ ットしたものである.
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第4象限の市場は，県内産青果物のウエイトは低いも

のの超過取扱高指数の高い市場であり，盛岡市，福島市，

宇都宮市，岐阜市などの各中央卸売市場がその典型であ

る.県外産地からの集荷に立脚しつつ，開設区域内消費

量を大きく上回る取扱量をもっ市場であり，藤島の分析

した盛岡市中央卸売市場，福島市中央卸売市場が含まれ

ることから，広域消費市場としての典型的な性格をもっ

市場と考えられる.

このような 4類型のうち， 山形県中央卸売市場が属す

る第 1象限の市場は，たしかに一面では超過取扱高指数

の高さから広域消費市場としての機能を持ちながらも，
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ぞの機能が基本的に県内産青果物集荷によって支えられ

ていること， しかも産地市場機能を包含していることな

どから第 4象限に位置する典型的な広域消費市場とはそ

の性格が異なっている.むしろ，県内産青果物のウエイ

トの高さとその集・分荷圏の重層性に着目するならば，

産地市場機能を包含した地場流通拠点市場(産地・ 地場

流通市場)として位置づけうるものと考えられる.

個別中央卸売市場の事例分析が決定的に少なく， しか

も分析事例には時間的隔たりがあるため，本稿では図10

の各類型'の特徴についても仮説的な提示にとどまった.

今後理論的にも，実証的にも深めることを課題としたい.

注

1)本稿では，都市類別区分による 2類都市中央卸売市

場をさして地方都市中央卸売市場と位置づけている.

なお，同様に大都市中央卸売市場と は1類都市中央卸

売市場をき している.

2)集散市場体系については，山口照雄『野菜の流通と

値段の仕組み』農山漁村文化協会， 1974年や宮村光重

「青果物の市場体系と卸売市場J (jll村琢 ・湯沢誠・美

土路達雄編『農産物市場大系 2 農産物市場の再編過

程」農山漁村丈化協会，1977年)を参照のこと.また，

このような観点から事例分析を行った代表的な業績

に，岐阜市中央卸売市場を対象とした御園喜博 「青果

物における市場体系と市場再編をめ ぐる課題J r農業

経済研究』第46巻第 3号， 1974年，がある.

3)吉田忠 『農産物の流通』家の光協会，1978年， p.213. 

なお，このような観点から山形市中央卸売市場を位置

づけた研究として，豊田隆「果樹農業の展望J 農林統

計協会，1990年， p.133がある.

4)藤島康二 「青果物卸売市場流通の新展開」農林統計

協会， 1987年，第 4章を参照のこと.

5)細川允史『変貌する青果物卸売市場』筑波書房，

1993年.

6)東北農政局山形統計情報事務所 「山形農林水産統計

年報(平成 4年一 5年)Jによる

7)以上の数値は，農林水産省統計情報部「青果物卸売

市場調査報告」に よる.

8) 山形市中央卸売市場における果実の平均単価は，ほ

ぼ一貫して全国卸売市場平均単価を20-30円下回って

いる(以上は I青果物卸売市場調査報告」及び全国

生鮮食料品流通情報センタ-I全国青果物流通統計年

報」による).なお，このような取扱量の変化と価格動
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向との関連，近年の取引方式と の関連などに関する詳

しい分析については別稿を準備している

9)藤島前掲書，第 4章を参照のこと.

10)例えば東北最大の卸売市場である仙台市中央卸売市

場でも， 1992年の月別取扱量格差は，野菜1.57倍，果

実1.90倍である(全国生鮮食料品流通情報センター「全

国青果物流通統計年報(平成 4年 1月一12月)Jによ

る). 

11)東北農政局山形統計情報事務所「山形県の青果物流

通統計(平成 2年)Jによ る.ただし，地方卸売市場

も含めた山形市内青果市場全体の数値である.

12)卸売業者 2社からの聞き取り による.

13)農林水産省「卸売市場の現状と課題(平成 6年版)J

による.

14)以上の買付集荷に関する全国的数値は向上資料によ

る.

15)藤島慶二「青果物卸売市場流通の現状と問題点Jr今，

青果物の世界で 消費・流通・ 生産一 (農業と経済92

前期増刊号) ~ 1992年，およ び細川前掲書，p.46，を

参照のこと.なお，筆者が聞 き取り調査を実施した地

方都市中央卸売市場の却売業者(青森，八戸，盛岡，

徳島)も同様のことを共通して指摘している.

16) A社からの聞き取りによる.

17)卸売業者 2社からの聞き取りを総合すると， 近年で

は県外からの集荷先別集荷割合は農協系統出荷団体が

約4割，産地出荷業者およ び商社約 3割，転送約 2割，

その他 1割といった状況である.

18)細川前掲書， p.102-103. 

19)以下の点は卸売業者 2社からの聞き取りに基づく.

20)各卸売業者が組織している生産者組合は，それぞれ

A社生産者組合， B社生産者組合連合会という名称、を

もつが，以下では統ーして生産者組合と呼称する.

21)卸売業者 2社からの聞き取り による.なお， A社生

産者組合では集落単位に支部をおき， B社では集落単

位の生産者組合を基礎に連合会を組織しており， 両社

で組織形態が異なるが，実質的にはほぼ同様の体制と

なっている.

22) 向上.なお，生産者によ っては，品目ごとに共同販

売と個人出荷を選択するケースもあるという.

23) 山形県には山形県経済連と庄内経済連の 2経済連が

あるが， 1990年度の実績では山形市中央卸売市場への

両経済連の出荷金額の88%を山形県経済連が占めてお

り(山形県経済連資料による)，また同年度の県内農
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協販売事業取扱高のうち系統利用率は，野菜94%，果

実98%である(山形県農林水産部「農業協同組合要覧

(平成 3年版)J)ことから，山形県経済連の出荷状況で

農協系統出荷の状況を代表させることが可能である.

24)以下の生産者組合に関する記述はB社からの開き取

りによる.

25) 1966年の状況についてふれておくと，山形市内の卸

売市場および問屋の取扱量のうち，卸売市場は野菜

75%，果実31%を占めており，特に果実の取扱が弱体

であった.また，卸売市場取扱量のうち，野菜81%，

果実59%を県内産が占めており，卸売市場による県内

産青果物の供給と，問屋による県外産青果物の供給と

いう構造が形成されていた(農林省山形統計調査事務

所 「青果物出荷・入荷統計(昭和41年)Jによる). 

26) 山形市中央卸売市場開設以前の青果物生産・流通の

状況については r山形県史農業編(下)J (山形県，

「野菜の産地育成に関する経営的研究J，1979年)を参

照のこと.

28) A社からの聞き取りによると， A社生産者組合の組

合員の分布も，山形市50%，天童市15%，村山市・東

根市15%，尾花沢市10%ということであり， B社の場

合とほぼ同様の分布となっている.

29) A社からの聞き取りによると， B社生産者組合に比

べてA社生産者組合はキュウリ， トマトなどのウエイ

トが低く，出荷品目が多様化しているということであ

る.

30) 1地区の事例については，山形県 r1992年度ベスト

アグリ賞選考調書」による.

31)前掲「卸売市場の現状と課題」による.

32) 山形市中央卸売市場管理事務所からの聞き取りによ

る.

33)現在の取引開始時間は，相対販売が午前 6時から，

1'973年)， 'p.1086~1092，および山形県農林部園芸特 セリが午前 7時からとなっている.

産課「山形県内における青果物卸売市場の概要と問題 34)管理事務所および卸売業者からの聞き取りによる

点J 1967年，を参照した.

27) 山形県内の産地からの出荷形態について1976年産の

状況をみておくと，野菜(果実的野菜を含む)では総

合農協35%(全国平均39%)，集出荷業者 4% (同13%)， 

個人出荷60% (同41%)，果実では総合農協43% (同

42%)，集出荷業者25% (同19%)，個人出荷25% (同

21%) と，野菜での個人出荷，果実での集出荷業者と

個人出荷の割合の高きが特徴であった(農林省統計情

報部「青果物集出荷機構調査報告(昭和52年)J) .また，

1975年の県内青果物粗生産額520億円に対して，同年

度の農協販売事業取扱高は199億円 (38%) であり，

しかもその85%は果実取扱高であった.同年度の農協

販売事業取扱高に占める割合は，コメ 68%，野菜 2%， 

果実10%である (r山形県農林水産統計年報(昭和50

~51年h r農業協同組合要覧(昭和51年版)J) .さら

に， 1975年の県内産青果物の主な出荷先をみると，野

菜では県内63%，関東・東山25%，果実では県内16%，

関東・東山47%，北海道14%であり，野菜の県内向け

出荷と果実の県外向け出荷という特徴を持っていた

(東北農政局「東北地方における青果物の交流状況(昭

和50年)J) .このように県内市場向け出荷は，主とし

て個人出荷によっていたとみることができる なお，

山形市中央卸売市場の開設に伴う近郊産地の対応につ

いては，桜井紀夫「中都市(山形市)における市場統

合と近郊産地の対応J (東北六県総合助成共同研究班
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と，山形市中央卸売市場では取引面での問題が生じる

たびに規制を強めてきたということであり，相対販売

許可品目，相対販売方法，先取り方法などについて厳

しい規制が行われてきた. しかし，近年の産地や需要

者の動向などを踏まえて，相対販売許可品目は増加傾

向にあるという.

35) A社からの聞き取りによる.なお，管理事務所から

の聞き取りによれば，売買参加者のうち約 3分の 2は

売買参加資格である年間購入金額500万円未満の者で

あり，年間購入金額が5，000万円以上の者は28人にす

ぎないということである.

36)以下の仲卸業者の販売対応については仲卸業者C社

からの聞き取りによる.

37) r青果物卸売市場調査報告」による転送の定義は，

「一度卸売市場に上場されて卸売された青果物が，卸

売業者などを経て再び他の卸売市場に上場された」も

のであり，実際の転送量はそれを上回るケースが多い

ことが指摘されている(藤島前掲書， p.98~99). 

38) この転送等売上金額には，仲卸業者による他市場の

卸売業者等への分荷とともに，市場外販売，特に開設

区域外(とりわけ県外)の量販庖等への販売が含まれ

ている後者は本来の意味での転送(卸売市場開転送)

ではないが，後述するようにその大部分が県内産青果

物であることから，仲卸業者による県内産青果物の県

外移出の一形態として市場開転送と同様に取り扱うこ
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とにする.なお，卸売業者からの開き取りによると，

最近では開設区域外業者への販売が増加し，市場開転

送量を上回っているのではないかということである.

また，このような仲卸業者による消費地量販庖への販

売対応については，坂爪浩史 「地方都市卸売市場の産

地市場イヒJ (北海道大学農学部 『農経論叢』第46集，

1990年)，同「新産地市場の形成と産地対応J (向上誌，

第48集， 1992年)が旭川市場について紹介している.

39)転送業者の購入金額は卸売業者からの聞き取りによ

る.

40)卸売業者からの聞き取りによれば，県内産青果物の

うち転送等で分荷されている主な品目はキュウリ(県

内産取扱量に占める転送等分荷割合約50%)， トマト

(同約40%)，ナス(同約20%)，リンゴ(同約50%)，

ブドウ(同約50%)，スイカ(同約40%) などであり，

が少ないか，あるいは減少傾向にあること，である(藤

島前掲誉， p.99~ 100). 

43) この試算では転送分荷量について表13の数値をとっ

たが，前述したように実際の転送分荷量はそれを大き

く上回るものであり ，この点を加味すると修正推定超

過取扱高指数はより低下することになる.

44)山形県農林水産部 「山形県卸売市場の概要」による.

ただし，卸売市場取扱量は1992事業年度の数値である.

45)最上地域においては公設庄内青果物地方卸売市場と

の間でも分荷閣が競合している.公設庄内青果物地方

卸売市場の分荷状況については，拙稿「青果物流通構

造再編下における地方都市小規模卸売市場の機能と特

質J ( r山形大学紀要(農学) ~ 第11巻第 4 号， 1993年)

を参照のこと.

46)仙台市中央卸売市場管理事務所からの聞き取りによ

転送先は北海道，青森，秋田が中心であるということ ると，山形県からの量販庖をはじめとする小売業者の

である. 仕入れが増加してきているとのことである.ただし，

41)三国英美は，東北における卸売市場の特徴のーっと 仙台市中央卸売市場では県外居住者には売買参加権を

して，中央卸売市場や地方卸売市場として整備した卸 与えていない.

売市場が，多かれ少なかれ産地市場としての性格を合 47)青森市及び八戸市中央卸売市場については藤田公

わせ持って展開していることを指摘し，その持つ意味 「野菜の地場流通の改善と産地育成」 青森県農業経営

を①東北の卸売市場は消費地市場として発展するには 研究所 『農業経営研究資料』第8号， 1984年，宮崎市

その消費基盤に制限があり， しかも新たな産地形成が

進みつつあること，②農協共販のあり方が経済連をと

おしての大都市市場出荷に重点が置かれ，県内市場対

応が遅れていたこと，①これまでの広域流通システム

の歪みに対して，中小都市卸売市場開の交流が一定の

合理性を持って存在すること，をあげている (r流通

システム化の展開と東北の農産物市場」河相一成・字

佐美繁編著 『みちのくからの農業再構成』日本経済評

論社， 1985年，p.183). 

42)藤島による広域消費市場の定義は， ①集荷が全国広

域的に行われ，かっその集荷量(取扱量)が開設区域

または当該卸売市場の所在行政区域(市または町)の

消費量を大幅に上回るほどに多いこと，②主要直接分

荷圏が開設区域や所在行政区域を大幅に越えて広範囲

であること，③転送分荷が行われているとしても，そ

の中心品目が地元産(自県産)以外のもので，絶対量

中央卸売市場については加藤光一 「遠隔輸送園芸地帯

における中央卸売市場の性格」九州経済調査協会 『中

央卸売市場の開設に向けた地場野菜生産・出荷対策に

関する調査J 1982年，梅木利巳 「遠隔輸送園芸地帯に

おける中央卸売市場の性格変貌J r農林統計調査J 33 

巻8号， 1983年，坂爪浩史「流通再編下の産地中央卸

売市場一宮崎市中央卸売市場の展開と特質一J r農業

経済論集』第45巻第 2号， 1994年，が紹介している.

〔付記〕

本稿は，大久保樹が山形大学大学院農学研究科に提出

した1992年度修士論文「青果物流通の変容と地方都市中

央卸売市場の機能 山形市中央卸売市場の事例分析 」

をもとに，小野雅之が内容を再構成したものであり，直

接の文責は小野にあるが，両者の共同研究の成果である.
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